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１ 趣旨 

平成２２年８月にとりまとめを行った「地域力創造に関する有識者会議」（座長：月尾嘉

男 東京大学名誉教授）において、同じような経済的条件、自然的条件下にあって活性化し

ている地域とそうでない地域の差を生じさせている大きな要因として、「人材力」が指摘さ

れたところである。 

また、近年、地域の課題解決や活性化の取組において、その取組を担う人材の重要性が強

く認識され、地域によっては、このような地域を担う「じんざい」に、その思いを込めて、

「人財」や「人才」の字を当て、その育成や確保に力を入れている。 

地域の「人材力」とは、様々な立場で地域に関わる住民一人一人の力、それをサポートし

ながら一つの方向性を持ってまとめ上げていくリーダーやリーダーを支える人々の力、そし

て、地域課題解決や地域活性化を通して地域づくりに取り組むことを、まさにミッションと

する行政の立場と地域住民としての立場をあわせ持つ公務員の力の結集であるといえよう。

地域内外の人材が交流し、ネットワーク化される中で、個々の人材の能力やモチベーション

が高められていくことが、人材力活性化であり、地域を取り巻く状況が厳しい中、それぞれ

の地域において、積極的かつ前向きに活動する人材を増加させ、人材力を活性化していくこ

とが求められている。 

 

この「人材力活性化プログラム」は、このような地域活性化に向けた人材力活性化の取組

の目指すべき方向性を示し、先進的な事例を明示することで、地域での取組の「気づき」と

なることを期待し、作成するものである。 

 

２ 基本的な考え方 

この「人材力活性化プログラム」は、自治会・町内会、NPO 等の地域活性化に関わる団体や

自治体が、当該地域や団体の人材力の活性化に取り組む場合に参考として用いることを想定

し、作成した。 

とりわけ、自治体においては、地域における取組に対して積極的にサポートを行うなど主体

的な役割を果たしていただくことが期待されるものである。 

 

「人」に着目し収集した事例から、地域で求められる様々な人材像や現状を示し、目指すべ

き人材力活性化の方向性に沿って、地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組を示し

ている。更に、取り組むにあたって参考となる具体的な活性化事例や総務省関連施策等も掲載

した。また、様々な活動を通じて人材力活性化に取り組む人材（平成 22 年度人材力活性化研

究会構成員や「人材力活性化事例調査」の調査対象者）の取組内容と併せて、それぞれの現

場から生まれた発言を掲載している。 

 

人材力活性化研究会では、本プログラムの作成に併せて、これに基づいた「地域づくり活動

のリーダー育成のためのカリキュラム」も作成した。このカリキュラムでは、実際に地域活性

化に関わる団体や自治体が人材力活性化に取り組む際に参考となるよう、学習項目、学習方法、

講師、参考文献、現地研修受入先等の学習体系のイメージを示すこととする。 
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３ 求められる人材像 

 

地域には様々な得意分野を持った多様な人材が存在している。それらの人々を発掘し、周りの

人々が支え、誰かに強制されるのではなく、緩やかにつながり、協力し合いながらよりよい地域

を創るために活動していく。このような活動は重層的に展開されているのが通常であることから、

これらの取組をサポートしながら柔軟に連携させ、地域をまとめていくリーダーやリーダーを支

える人々の存在も重要である。また、地域活動の財源は必ずしも潤沢とはいえず、ボランティア

精神をもって活動する人材が必要とされることも尐なくない。 

そこで、ここでは、地域活性化の現場で求められる人材像について「地域に存在する多様な

人材」、「リーダーの役割を果たす様々な人材」、「リーダーを支える人材」に区分してそれぞれ

の役割等を把握するとともに、それら人材の育成・強化の方向性について整理する。 

 

 

（図 1）求められる人材像のイメージ 
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（1）多様な個々の人材 

●地域に暮らす一人一人がそれぞれに役割を得て、やりがいを感じながら活動する 

●リーダーと共に地域活動を楽しみ、自信を持って前向きに取り組むことができる人材 

その地域で生活や仕事をしている一人一人が人材であり、それぞれの専門性を活かした様々な

立場での協力・連携が、住民一人一人が輝き、豊かさを実感できる地域を創造する。したがって、

地域活動を行う人材は、リーダーと共に活動自体を楽しいものにし、前向きに取り組むことで、

多くの多様な人材が参加したくなる雰囲気を醸成することが重要である。 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ ※（ ）内の名前は発言者であり、数字は発言者の取組内容についてまとめた参考 1、2 の各ページ
を示しています。以下、同様。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○住民相互の話合いの場の創出 

 住民一人一人が地域への思いや地域課題に対する危機感を共有し、当事者意識を持てるよう、集まっ

て話をする機会を設定する。また、そのような場では、地域の歴史や文化、統計データ等を共有して、

地域の現状を把握することも有効である 

○活動のＰＲと参加者の拡大 

 活動について、マスコミ等を活用しながら積極的に情報発信し、協力者を得る 

 地域活動を楽しいものにし、参加者のモチベーションを上げながら、多くの住民を巻き込む 

○得意分野を活かせる役割分担 

 共に活動する中で、一人一人の得意分野を見いだし、それに沿った役割を任せ、全員の居場所と出番

を創り、各人の自信や生き甲斐につながるようにする 

【参考】※（ ）内の名前は各取組に携わる人材であり、数字は具体的な取組内容についてまとめた参考1、2の各ページ
を示しています。以下、同様。 

・NPO法人フュージョン長池（富永 p.24）       ・柳谷町内会（豊重 p.25） 

・赤岡町ＨＯＰＥ計画策定事業（畠中 p.62）     ・託老所あんき 縁側プロジェクト（前田 p.66） 

・旧姶良町地域活性化構想策定事業（湯脇、光 p.68） ・西大崎地域自治協議会（高橋 p.50） 

どんな人でも、何かに貢献したい、成長したい

という気持ちを持っているので、環境さえ整えれ

ば、人は成長する（柏田 p.27） 

地域経営は全員野球。物が言える人だけが人材で

はなく、一人一人にそれぞれの役割とやりがいがあ

る（富永 p.24） 

地区課題や生活上の困難にぶつかったとき、住

民に地域を変えようというエネルギーが生まれ

る。これを住民の力に変える（前田 p.66） 

ワークショップの中で、住民が自ら考え、やる

べきことを導き出すプロセスが重要。住民が自分

たちのやるべき事を見出した後は、地域は活性化

する（畠中 p.62） 

反目者が必ず１％はいる。彼らに、まず感動を与

え、能力を引き出し、出番を用意して、最終的には

役員になるまで育てた。皆に出番が有り、補欠はい

ないというやり方がよかった（豊重 p.25） 

価値観を共有できない人にとっては敷居が高

く感じられる組織に、これまであまり縁のなかっ

た人に入ってもらうためには、地道にいろいろな

ところに声をかけ、PRし、時間をかけて広げてい

く（小澤 p.22） 

これまで地域づくりというと、イベント等を行

う地域活性化ばかりが行われがちであったが、こ

れだけでは、一部の住民だけに負担がかかり、住

民全員が参加しているとはいいがたい。住民が主

体となって生活上の様々な課題を解決していく

ような地域づくりが重要（高橋 p.50） 
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（2）リーダーの役割を果たす様々な人材 

●「地域を良くしたい」という情熱と信念を持った人材 

●地域住民の様々な意見を引き出し、まとめ上げることのできる人材 

地域活性化の中心となるリーダーは、地域課題を自らの課題として認識し、多面的にとらえ、

大局的視点から今後目指すべき姿を描けることが重要である。そして何よりも、「地域を良くし

たい」という情熱が、困難を克服し、活動を続けていく原動力となる。 

地域活動においては、上から主導するのではなく、下からサポートしながら、関係者の力を引

き出し、様々な意見をまとめ上げる「世話役」的なリーダーが必要とされる場合も多い。そのた

めリーダーには、高いコミュニケーション能力や信頼関係を構築する力が必要である。また、行

政に頼り切りになるのではなく、行政の力を上手に引き出しながら連携するためには、公益を重

視する意識とビジネス感覚を併せ持つことが望ましい。このような力は、自ら現場に出て住民と

共に汗を流すことなしには獲得できない。 

常に展望を熱く語り、地域住民を納得させながら、感動と共感のネットワークに多くの人を巻

き込めることが、活動を継続発展させる鍵である。 

 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○組織内部での後継者育成と役割分担 

 現在のリーダーが、現場で共に活動しながら後継者を育成する 

 リーダーに求められる幅広い能力と人間性を、全てを一人で兼ね備えるのが難しい場合は、複数リ

ーダー制にしたり、他のスタッフと役割分担したりする 

○地域リーダーの発掘と育成 

 だれが地域リーダーになり得るかということを慎重に相談しながらリーダー候補を発掘する 

 OJTとOFFJTを組み合わせたプログラムにより、尐数精鋭で育成する 

 リーダー同士が相互に交流できる場を設定する 

 公的な研修施設の有効活用を検討する 

 

【参考】 

・柳谷町内会 「やねだん」故郷創世塾（豊重 p.25） 

・石川地域づくり協会 石川地域づくり塾（大湯 p.38） 

・長期実践型ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（NPO法人ETIC.：宮城 p.27、NPO法人Eyes：横山 p.72） 

・（財）地域活性化センター 全国地域リーダー養成塾（沼尾 p.25） 

リーダーは、自ら事業を楽しんで運営し、

自分の活動を熱い思いで語れることが重要

（本田 p.64） 

地域で活動する人材を良く知り、人材と行政・企

業・NPO等との間で、それぞれの考え・思いをつな

げ、意志決定を迅速にし、短期間で集中して活動を

推進し、広げることができる人材が必要（松原 p.26） 

モラルの高い信頼できるリーダーを育成す

るためには、師匠の存在や人との関係性を通

して、人間性を学ぶことできる現場体験が重

要（宮城 p.27） 

一方的にリードするタイプの人材だけでは、その

人に頼り切りになってしまい、地域住民の当事者意

識が希薄化する（湯脇、光 p.68） 
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（3）リーダーを支える人材 

● 能力、世代などが多種多様な、主体的に行動できる人材 

● 水平性・公平性を保ち、意見を言いあぐねている人をサポートできる人材 

● 中間管理職的な役割を担うことができる人材 

地域活性化はリーダーだけが力を尽くしてできるものではない。協働のネットワークを維持す

るためには、リーダーを支える機能が必要であり、そこには能力、世代、役割などにおいて多様

な人材が必要である。 

リーダーを支える人材は、リーダーの指示を待って行動するのではなく、リーダーと目的や思

いを共有しながら、現場での経験に基づき、自分のやるべきことを責任を持って行うことができ

る人材でなければならない。 

様々な立場の人が関わる場面では、関係者の意見を引き出し、整理し、まとめたものを実感に

基づいた言葉で提示できる調整能力に優れた人材が必要である。また、団体を運営していく上で

は、内部においてリーダーと他のメンバーの言葉を通訳し、両者をつなぐ中間管理職的な役割を

担う人材も必要である。 

 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主体的に活動できる様々なタイプの人材の育成 

 現場での経験を通して、主体的に活動を行うことができる人材を育成する 

 関係者の意見を引き出し、まとめることができる人材や中間管理職的な役割を担うことができる

人材を育成する 

○活動のＰＲ 

 活動について、マスコミ等を活用しながら積極的に情報発信し、協力者を得る 

 

【参考】 

・OFFICEまごのて 人材育成・組織づくり支援サービス（石井 p.30） 

・各自治体によるファシリテーター養成講座（畠中 p.62） 

・筑波学院大学 オフ・キャンパス・プログラム（武田 p.54） 

・マイクロソフト株式会社 地域活性化協働プログラム（松原 p.26） 

活動を支える人材に主体性を持たせるために

は、役割と責任を与え、自ら考え行動していける

環境を作ることが重要（横山 p.72） 

ボランタリーな精神で地域のために活動する組

織のメンバーについては、単に年齢だけで線を引

く必要はない。機敏さや体力が要る部分もあれば、

長年培った知恵や人脈が生かせるという部分もあ

る。さまざまな年代の人が一緒に活動するのが望

ましい（小澤 p.22） 

日ごろの「井戸端会議」においても、ただ

不満や愚痴を言うのではなく、問題を解決す

るための情報共有や提案をすることで、企画

提言力が育まれる（中條 p.58） 

自分の意見を伝え、自分とは違う意見を受

けとめるという中で、お互いの意見が育ってい

くことを楽しめることが重要（畠中 p.62） 
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４ 人材力の活性化に向けた三つの柱 

 

地域活性化に向けた人材力活性化の取組を推進するに当たり今後の参考となるよう、人材力

活性化の目指すべき方向性及び対応策について、「個々の人材力の育成強化」、「人材力の相

互交流とネットワークの強化」、「人材力を補完するための外部人材活用に対する支援」の３

つの柱に沿って整理した。 

加えて、地域活性化に関わる団体・自治体に対して期待される取組を示し、それらの参考

となる具体的な活性化事例や総務省関連施策等を以下のとおり整理した。 

 

 

（図 2）人材力の活性化に向けた三つの柱のイメージ 
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(1)個々の人材力の育成強化 

様々な場において、個々の人材そのものを育成する機会を豊富に提供し、世代や分野を超え

た多様な個人が、必要な人材力を身につけることが重要である。そのために、地域活性化に関

わる団体・自治体においては、人材の役割に応じて、座学と実践を組み合わせた多様な育成・

強化メニューを用意する必要がある。 

なお、ここでは、人材のライフサイクルの段階に応じて各々に求められる役割や地域活性化

に関わる団体や自治体に期待される取組を示すこととする。 

 

 

 
生業と地域活動を両立させたい人  

（図3）人材の区分とライフステージとの対応イメージ 

子ども 

（小学生、 

中学生、 

高校生 等） 

地域活動を行う 

人材の区分 

ライフ 

ステージ 

大学生 

（大学・短大 

・専門学校生 

等） 

社会人 

 

地域活動を生業としている人・したい人  

これまでの経験・知識・スキルを 
地域活動に活かしたい人 

豊かな創造力を活か
してアイデア等を提
供し、他の主体と連携
しながら地域活動を
行う人 
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ⅰ)人材力を身につける機会 

活動の現場における人との出会いが人を育てる 

地域活性化を担う人材は、座学だけでは育成されない。現場で活動する人材のもとで、一定の

役割と責任を与え、共に活動することで、地域活動に必要な力をつけることができる。社会性や

コミュニケーション能力、地域活動を行う作法等は、地域の人との顔の見える人間関係の中で、

責任や役割を持たせ、様々な成功や失敗を体験することで身につくものだからである。 

インターンシップや研修プログラムの場合、その成果には、参加者の問題意識、目的・目標、

意欲が大きく影響する。つまり、明確な問題意識や目的・目標を持ち、意欲的に参加しなければ、

期待された成果は得られない。 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○現場体験に基づく人材育成 

 現場で活動する人材のもとで、一定の役割と責任を与え、共に活動しながら人材を育成する 

○様々な育成プログラムの提供 

 育成プログラムの目的・目標を明確にして対象者を絞り、意欲を持たない人が安易に参加できな

いようにする。若者等で、入口で絞れない場合には、プログラムの中で、それぞれの役割が明確

になるように工夫する 

 意欲を持てない人には、先ずは問題意識を持ってもらい、基本的なコミュニケーション能力等を

身につけるための機会を用意する 

○人材育成環境の整備 

 研修や人材交流の場を創出するとともに、希望者が参加しやすいような環境づくりを行う 

 利用者の便に資するため、様々な主体により提供されているプログラムの情報を収集・整理し、

一覧性をもって提供する 

【参考】 

・NPO法人えがおつなげて 関東ツーリズム大学（曽根原 p.48） 

・NPO法人ハットウ・オンパク オンパク・プログラム（鶴田 p.56） 

・長期実践型インターンシッププログラム（NPO法人ETIC.：宮城 p.27、NPO法人Eyes：横山 p.72） 

・内閣府 社会的企業人材創出・インターンシップ事業 

・NPO法人コミュニティビジネスサポートセンター コミュニティビジネス講座（永沢） 

自分で考え、実践し、失敗し、悩み、試行錯誤

を繰り返して成功したときの感動がエネルギー

になる（玉沖 p.24） 

人材育成は、最低でも3年必要。1年目は様々な

経験をし、2年目は自ら計画を立てて実行しては悩

む、3年目で一定の成果が出せる（曽根原 p.48） 

若手を育成する際、仕組みや制度は必要だが、

真の愛情と忍耐力が前提条件。また、現場での

教育の基本は、go(正しいことをしているときは

見守り)、stop(間違っていたらやめさせ)、

change(方向性を変えてやる)。事が起こった瞬

間を抑えることが大事で難しい（石井 p.30） 

目的意識や問題意識がないとスキルを身につ

けても意味がない。目的意識や問題意識が芽生え

ればあとからスキルはついてくる（横山 p.72） 

活動を通して、一番育成されるのはメンバー自

身。活動がメンバーの生き甲斐であること、喜び

が分かち合えることが重要（大野、長友 p.36） 
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ⅱ) 育成・強化の方向性 

＜子ども（小学生・中学生・高校生）＞ 

子どものうちから様々な実体験を通じて地域に関わることで、自分の育った地域を

誇りに思い、地域のために力を尽くすことのできる人材が育つ 

小・中学校区を地域活性化の単位とする場合も多いが、学校を拠点とした地域づくりを行う場

合は、小中学生の創造力やアイデアを活用し、活動の主体として取り込むことが重要である。ま

た、既に各地で高校生が自治体等と連携して様々な地域活動に取り組んでいるが、高校生の柔軟

で独創的な発想を活かした取組が、さらに多くの地域で展開されることが望まれる。同時に、こ

のような取組を通じて、子どもから子どもの家族やその周囲の住民に活動が伝播する効果も期待

される。また、子どもを、将来の地域活性化を担う人材として育成していくことも重要である。

地域活動に不可欠なコミュニケーション能力や人間関係構築力は、子どものうちから様々な人間

関係や体験を通して育まれるものである。 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○子どもも楽しめる地域活動の実施 

 地域活動を楽しいものにし、学校とも連携しながら、子どもを巻き込む 

○体験活動を通じた将来を担う人材の育成 

 様々な体験を通してコミュニケーション能力を育成する機会を豊富に提供する 

○次世代まちづくりリーダーの育成 

 子どもが自ら考え、地域を愛する心を育む、体験・参加型のまちづくり教育を行う 

 高校卒業と同時に地元を離れる子どもも多いので、高校生のうちに地元に深く関わる経験をさせる 

【参考】 

・日本防火協会 尐年消防クラブ（小澤 p.22）    

・丸亀市川西地区防災会 防災教育（岩崎 p.34）    

・TOSS まちづくり教育（谷 p.23）      

・柳谷高校生クラブ（豊重 p.25）       

・多気町・県立相可高校 まごの店      

・NPO鳳雛塾 ｷｬﾘｱ教育事業（飯盛 p.22、横尾 p.70）  

・総務省 小中学生のまちづくり教育の推進  

昔は家族や地域社会の中で学んできたものを、今

の子どもは学ぶ機会がないので、ケースメソッドに

よる教育は非常に重要（舘 p.23） 

楽しさが感じられないと人はついてこない。

遊び心も大事（一ノ瀬 p.32） 

大人が大人を説得して地域活動に協力させ

るのは難しいが、子どもの活動に対しては、大

人は笑顔で協力してくれる（富永 p.24） 

学校と地域が連携して地域づくりを行うために

は、物的拠点（学校）と人的拠点（頻繁に交代しな

い人・組織）が必要。地元住民を中心に組織作りし

ておかないと活動が継続しにくい（小森 p.40） 子どものうちから、主体的に広く深く地域

について学ぶことで、自分のふるさとに誇り

を持ち、一度離れても、また戻ってきたいと

思うような、多くの人に訪れてほしいと願う

ような人材が育つ（谷 p.23） 

鳳雛塾のキャリア教育を通して、自ら考え、自

ら学び、自ら行動するという「生きる力」と「人

とつながる力」からなる「起業家精神」を学び、

体感することができる（横尾 p.70） 

・名古屋市中川区露橋消防団 子ども向けｲﾍﾞﾝﾄ（一ノ瀬 p.32） 

・託老所あんき 縁側プロジェクト（前田 p.66） 

・蓮田市立蓮田南中学校 MINAMIｻﾎﾟｰﾄ隊（小森 p.40） 

・神戸夙川学院大学 全国高校生『観光甲子園』 

・鶴岡市・県立鶴岡中央高校 鶴岡ｼﾙｸﾀｳﾝ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

・高知県 子ども条例、とさっ子タウン（畠中 p.62） 

・総務省、文部科学省、農林水産省 子ども農山漁村交流ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
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＜大学生＞ 

● 地域へ入り、そこで奮闘する「ホンモノ」と触れ合うことで、視野が広がり、地域

への誇り、問題意識が生まれる 

● しがらみや恐れを知らない学生が間に入ることで、地域の人間関係が再構築される 

大学は、若く、行動力のある人材が集中している組織なので、産官学連携の中でハブになる

ことができ、地域再生や地域活性化における役割は非常に大きい。学生にとっても、社会に出

る前に現場で奮闘する大人とともに活動し、自分の価値基準だけでは計れないものがあること

を知ることは有意義である。しかし現状では、地域活性化に関わる方法が分からず、行動を起

こせていない学生も多い。そのような場合は、先ずは学生の思いを徹底的に聞くことで学生に

自らの活動を振り返らせ、やりたいことを引き出し、まとめていくことをサポートする。その

結果、学生は自身をマネジメントする力がつき、自分の思いや考えを言語化できるようになる。 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○大学と地域の連携 

 大学教育における地域実践活動を通じて、地域を深く理解し、地域を誇れる人材を育成する 

○WIN－WINのプログラムの提供 

 受入側が学生の力や発想を最大限活用でき、相互にメリットがあるようなプログラムを企画する 

 当事者である学生に、主体的にプログラムの企画・運営に関わらせる 

 学生が地域に入る前には、基本的なコミュニケーション能力やマナーを学ぶ機会を用意する 

 大学の地域実践活動に関する情報を収集・整理し、大学間・自治体間で共有する 

 

【参考】 

・愛媛大学 地域づくりのためのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ入門（法文学部人文学科専門教育科目）（野崎 p.60） 

・慶應義塾大学SFC SFC政策研究支援機構やｽﾀﾃﾞｨﾂｱｰ等を活用した地域・大学連携活動（飯盛 p.22） 

・筑波学院大学 オフ・キャンパス・プログラム（武田 p.54） 

・日本大学経済学部沼尾ゼミ 福島県本宮市との交流事業（沼尾 p.25） 

・北陸先端科学技術大学院大学等 内閣府地域活性化システム論（舘 p.23） 

・長期実践型インターンシッププログラム（NPO法人ETIC.：宮城 p.27、NPO法人Eyes：横山 p.72） 

・地域実践活動に関する大学教員ネットワーク[事務局：総務省] 

若いうちに現場で奮闘する「ホンモノ」と触れ

合い、ともに活動することで、自分の価値基準に

収まらないものがあることを知り、自分の「モノ

サシ」を伸ばすことが大事。その中で、自分が本

当にやりたいことは何かに気づく（野崎 p.60） 
大学生の地域活動によって、農家同士が集落を

越えてつながるようになった、生きがいが出てき

た、今まで何もないと思っていた地元に誇りを感

じられるようになったという話もある。学生の側

も、農作業体験をきっかけに食生活が改善された

り、座学ではわからない身体感覚を通じて知識が

身につくなど、教育効果も大きい（沼尾 p.25） 

組織や地域の中で自分を気にしてくれている人

がいることを感じることや感謝、感動の体験が学

生の成長にとって重要（横山 p.72） 

学生に自発性を与えるために、受入団体の選

択は学生自身にしてもらい、責任感を持たせる。

また、自らの活動をふりかえさせることで達成

感や今後のキャリア、他の科目との接続をはか

り、次のステップに繋げさせる（武田 p.54） 
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＜地域活動を生業としている人・したい人＞ 

● 地域で持続的に活動できるスキルが必要 

● 人材は現場でこそ育つ、最大の栄養は成功体験と感動体験 

地域活動を生活の中心に据え、地域活性化の中心となって活動したいと考える人は、現場の中

で、地域の様々な人と出会い、つながりながら、必要な能力を身につけることが重要である。 

団体で組織的に活動を行う場合、組織運営の手腕も問われる。地域経営においては、固定費と

して多くの人を抱え込むことはできないので、プロジェクトごとにプロジェクトチームを作り、

目的が達成されればチームを解散するというように、柔軟で機動的な運営が求められる。 

また、複数のプロジェクトを並行して実施することで、ノウハウの共有化が図られることも期

待できる。 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○実践的な育成プログラムの設計 

 集合的で総花的な研修ではなく、対象者と目標を明確にしたプログラムを用意する 

 OJTによって経験を積ませ、課題が見えてきたところで、必要に応じたOFFJTを実施する 

 参加者に責任や役割を持たせ、自ら考え、試行錯誤する中で、成功や失敗を体験させる 

 地域で持続的に活動できるために、マーケティング等の具体的なノウハウを学べるようにする 

 

【参考】 

・NPO法人えがおつなげて えがおの学校、えがお大学院（曽根原 p.48） 

・株式会社タマノワ 三重ブランドアカデミー（玉沖 p.24） ・エイビットスクエア（富永 p.24） 

・マイクロソフト株式会社 地域活性化協働プログラム（松原 p.26） 

・NPO法人ハットウ・オンパク オンパク・プログラム（鶴田 p.56） 

・総務省 地域経営塾、地域力創造セミナー 

地域住民に地域活性化に対する意識や地域

に参加するマインドを持ってもらうためには、

その地域のリーダーに活躍してもらい、地域の

つながりを活かすことがカギ（松原 p.26） 

新しいことをやろうとするときには、説得し

なくても賛同してくれる人をまず集め、実践す

る。実践を始めると、何かやりたいがやりたい

ことが明確でない人が集まってくる。最終的に

は、あまり関心を持っていない人も含めて、み

んなが恩恵をこうむれればいい（富永 p.24） 

リーダー力をアップさせるためには、アイデア

を思いついたらすぐに書き留め、企画書を作成し

たらいったん白紙に戻し、再構築する習慣をつけ

ることが重要。また、常時 3つ以上のプロジェク

トに並行して取り組むべき。一つの活動に没頭し

ないことで、様々なアイデアが生まれ、中立でい

られる。また、ストレスを溜めずに済む（大湯 p.38） 

地域リーダーが、「出る杭は打たれる」という

憂き目に遭うことなく、力を発揮できるように、

国などが現地へ訪問したり、事例として取り上げ

たりすることが必要（玉沖 p.24） 

やる気のない人のモチベーションを上げる

にはまず感動することが必要。感動を自主的な

活動につなげるためには、成功体験を積むこと

が重要（小森 p.40） 

数多くの現場を提供することで、成功体験と感

動体験を手にする機会が増え、多くの人材が育成

されることにつながる（鶴田 p.56） 
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＜生業と地域活動を両立させたい人＞ 

仕事や家事、育児、介護等で忙しい人も地域を担う人材として活躍できる場が必要 

地域を支えるのは、地域活動を生活の中心に据えている人だけではない。仕事や家事、育児、

介護等により時間的・体力的・経済的な制約がある人も、地域を担う人材として重要である。 

都道府県や市町村の自治体職員は、公務において地域に関わると同時に、個人として地域に関

わることもある。特に中小規模の自治体においては、自治体職員がプロデューサー的な役割を担

うことを期待されることも多い。また、一住民として地域活動に関わることで、職員の意識の変

革が促され、それがより地域の実情に即した自治体運営につながることも考えられる。 

 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○取組・作業の省力化 

 作業の効率化やICTの活用を通じて、参加者の負担を軽減し、参加するハードルを下げる 

○地域活動に理解のある自治体職員の養成 

 行政の活動と個人の活動を区分すると同時に、地域活動に深い理解を持つ職員を養成する 

○地域に飛び出し活動する公務員への支援 

 公務員が地域活動を積極的に行えるような支援・体制づくりを図る 

 

【参考】 

・名古屋市中川区露橋消防団（一ノ瀬 p.32）  ・各消防団における機能別団員・分団（小澤 p.22） 

・香川県丸亀市川西地区防災会（岩崎 p.34）  ・ＮＰＯ法人マミーズネット（中條 p.58） 

・西大崎地域自治協議会 学童保育の運営（高橋 p.50）・富山インターネット市民塾（柵 p.42） 

・総務省 地域に飛び出す公務員ネットワーク、連続講座「地域力創造と地域おこしのヒント」 

・自治大学校、市町村アカデミー 

何事も力を入れすぎないことが地域活動と

仕事や家事との両立の秘訣（一ノ瀬 p.32） 

自ら率先して地域住民として動き、その背中を他

の職員に見せることでフォロワーを作り出す。恰好

つけて無理をしないことがポイント（下川 p.44） 
子育て期は、地域を支える人材が育つ時期。

子育て中の人を単に支援の受け手と見るのでは

なく、当事者同士が互いに支えあいながら子育

てし、社会参画することで、地域に根ざし地域

を支える人材が育つ場をつくる（中條 p.58） 

公務員個人のやること＝行政ではない。しかし、

公務員が専門知識を活かして、地域の自主的な活動

を行政や専門機関につなぐことができれば、地域は

豊かになる（前神 p.26） 

地域活動に取り組む公務員を実践を通して育成

し、部署を超えてプロデューサーシップをもって動

けるシステムを検討する必要がある（宮城 p.27） 

地域には何か事を興したい、何かに取組みた

いという思いをもった人材は存在する。行政か

らの「きっかけ」の提供があれば、活躍できる

人材＝リーダーの誕生に繋がる(本田 p.64) 
職員が地域住民と協議を重ね、地域の課題解決や

地域活性化について住民と一緒になって考えるこ

とで、職員の地域に対する見方・考え方に変化が生

まれる（湯脇、光 p.68） 

学びを生かす場作りと子育てや働きながら社

会活動ができるよう、ＩＣＴを生かした地域サ

ービスを開拓（柵 p.42） 
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＜これまでの経験・知識・スキルを地域活動に活かしたい人＞ 

地域の財産である、地域に暮らす一人一人の知恵や技術を、地域活性化に有効活用 

地域に暮らす一人一人の長年の経験を通じて培われた知恵や技術は、地域全体の財産であり、

地域活性化に有効に活用されることが期待される。しかし、一方でこれまで時間的な制約等から

地域活動に積極的に関わることの難しかった人にとっては、地域に関わるために、地域活動のや

り方を学んだり、自らの得意分野を活かした関わり方を模索したりするなど、一定の準備も必要

である。 

 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○キャリアを活かせる環境づくり 

 その人のキャリアを棚卸しし、尊重しながら、経験・知識・スキルが最も有効に活用される環境を

整える 

○地域活動に参加する契機となる場の創出 

 地域に積極的に関わりを持てずにいた人が、これまでの経験・知識・スキルを活かして、地域活動

に参加する契機となる場を提供する 

 

【参考】 

・富山インターネット市民塾（柵 p.42）        ・郷土の家庭料理ひまわり亭（本田 p.64） 

・香川県丸亀市川西地区防災会（岩崎 p.34）      ・柳谷町内会（豊重 p.25） 

・八王子市民活動支援センター お父さんお帰りなさいパーティー 

・八王子市 はちおうじ志民塾  

・「首都圏情報産業特区・八王子」構想推進協議会[サイバーシルクロード八王子] 

・総務省 連続講座「地域力創造と地域おこしのヒント」 

コミュニティの中で育ち、コミュニティ

の良さも悪さも知っている最後の世代であ

る団塊の世代が退職した今こそ、コミュニ

ティ再生の最後のチャンス。団塊の世代以

上の人が住民の代表として、積極的にコミ

ュニティ再生に取り組むべき（高見 p.52） 

難義した地獄を味わった高齢者は集落の図書館役。

このような人の話を聞き、経験を活かすことが重要 

（豊重 p.25） 

教えることは最高の学び。インターネット市民塾の

受講者と市民講師が、経験、ノウハウを引き出し合い、

学び合う「知の足し算」が生まれ、これらのフェイス

ツーフェイスの知識交流によって顕在化した地域人

材により、様々な地域づくり活動が生れている（柵 p.

42） 

地域の財産ともいえる「おばちゃん・おばあちゃん

の知恵・経験・技・感性」を活かさないのは「もった

いない」。地域住民（高齢者）を雇用したり、農家民

宿を実施することなどで、地域住民は元気になり、そ

れが地域の活性化につながる（本田 p.64） 
地域には様々な職業の人がいる。その職

業で培った能力をちょっと活かしてもらえ

れば何でもできる。電力会社職員・設備屋

は電気関係を担当、大工は倉庫を建て、木

製の道具を作る。土木作業員はクレーンや

バックホーを操作し、看護師は応急手当・

救命講習を行うなど適所適材で活躍してい

る（岩崎 p.34） 
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 (2)人材力の相互交流とネットワークの強化 

人材育成は地域内での育成が基本であるが、一定期間の時間が必要となり、また、小さな地

域ではフルセットで人材を揃えるのは困難である。そこで、不足している人材は、内外のネッ

トワークを通じたつながりでカバーすることが有効である。 

様々なバックグラウンドを持つ人材が、様々な形で交流し、連携することが必要であり、人

的ネットワークの拡大を通じて、新たな発見や活動のアイデアが生まれ、個々の人材力も向上

する。 

また、地域を活性化させるためには、外へつながる人材ネットワークから人材の応援を得て

取り組むことも効果的である。そのためにも、各種研修を受講した者の知識や問題意識の共有

化を図り、研修受講者のネットワーク化に配慮することが求められる。 
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ⅰ) 地域内の各主体の連携・ネットワーク 

連携とは、必ずしも顔をつきあわせて何かを一緒にするということではない。関係

者が同じ方向に向かって、それぞれに活動しながらもつながっている状態。 

その核には必ず、明確な方向性を持って、多様な主体をつなぎ、主導する人がいる 

地域活動を行う様々な団体が、ばらばらに活動しているだけでは、自己満足・自己完結に終わ

ってしまい、地域づくりの豊かさは半減する。地域の各主体がネットワーク化され、連携するこ

とで、地域をより活性化することができる。そのようなネットワークは、最初にストーリーをつ

くり、それに合わせてつくるものではなく、自生していくものである。また、目的に応じて柔軟

に形を変え、必要なときに必要なメンバー同士が連携できることが重要である。 

また、行政との連携についても、行政に頼り切りになるのではなく、行政の力を上手に引き出

しながら、自立的に活動していくことが重要である。 

地域活性化の土台となるのは、地域内の住民同士の顔の見える関係である。希薄になった住民

相互のつながりを回復し、コミュニティの再生を図ることが求められる。 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○WIN－WINの関係の構築 

 関係者が密に連絡を取り合って情報を共有し、方向性を同じくする 

 連携する主体がそれぞれの目標を達成し、相互に連携のメリットを享受できる関係を築く 

 組織の構成員が交代しても連携を維持するために、個人的なつながりを組織全体で共有する 

 関係者のそれぞれの立場に精通し、互いの言葉を翻訳し、つなげることのできる人材を確保する 

○顔の見える関係の構築 

 地域の多様な人材が、年代や所属を超えて、気軽に参加し学び合う場を創出する 

 様々な情報手段を有効に活用して、地域情報を共有化し、住民同士の顔の見える関係をつくる 

 

【参考】 

・調布市民放送局（大野、長友 p.36）  ・能登乃國ゆするぎ塾 ふるさと体験農園（大湯 p.38） 

・筑後市 校区ｺﾐｭﾆﾃｨ構想（下川 p.44） ・愛媛 地域の権利擁護支援ネットワーク（前神 p.26） 

・富山ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ市民塾（柵 p.42）     ・(株)文化事業部 小布施ッション（セーラ p.46） 

・国民健康保険日南病院を中心とした地域医療を支えるネットワーク（高見 p.52） 

ネットワークを作るためには、一人一人の他者

とくっつこうという気持ちが大きいほうがよい 

（前神 p.26） 

魅力あるプロジェクトには自然に人が集まる。

ネットワークを作ることが目的化しては本末転倒

（畠中 p.62） 

人的ネットワーク、ノウハウ、ブランド等の資

源が、誰でも利用できるよう「もやい」(共有）さ

れていることが事業推進のインセンティブ(横尾 p

.70） 

コミュニティの基本は、顔の見える人間関係。

ラジオやテレビを通しても、究極的にこの関係

へつながるような情報提供を行うことで、住民

同士のつながりを回復させたい（大野、長友 p

.36） 

人材交流は、立派なホールよりも寺社等の昔か

ら地域の人が集っていた場所で行う方が良い。

参加者にとって親しみやすく、「いつでも帰っ

てこられる場所」を創出し、リーダーだけでな

く「手足となる人」も参加できるようにする 

（セーラ p.46） 
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ⅱ) 地域を越えた関係主体の相互交流・ネットワーク 

他地域と交流を行い、互いの活動を知ることが刺激となって、それぞれの活動が継

続・発展していく 

地域を越えた関係主体の相互交流・ネットワークも地域活動には重要である。活動を行う上で

課題に直面した際に、地域外の同様の取組を行う人や団体と情報を交換することで解決の糸口を

つかむことができることもある。また、違う活動を行っている人や団体が地域を越えて有機的に

つながり、新たな活動が生まれることも期待される。 

官と民をつなげる人材も必要であり、官民連携の過程で個々の人材力も活性化されていく。 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人材交流の場の創出 

 地域活性化に関わる人材同士が、ネットワークをつくる契機となる交流の場を創出する 

○ICTの積極的な活用 

 フェイスツーフェイスの交流に加え、参加者の時間的・経済的負担を軽減するため、ICTによる情

報共有化や、遠隔授業、インターネット講座等の人材育成・交流の場の活用を推進する 

○ノウハウの移転 

 ノウハウの移転により事業の普及が図られることで事業がブランド化され、深化される。また、

顧客も事業の普及に応じて増大し、各地で人材交流が生まれることで新たな人材が育成される 

【参考】 

・総務省消防庁、(財)日本消防協会、各都道府県消防協会 全国女性消防団員活性化大会（小澤 p.22） 

・（財）地域活性化センター 全国地域リーダー養成塾（沼尾 p.25） 

・四国知事会４県連携事業 高齢者虐待防止四国共同研究会（前神 p.26） 

・NPO法人ハットウ・オンパク オンパク・プログラム（鶴田 p.56） 

・NPO法人鳳雛塾 起業家教育事業（飯盛 p.22、横尾 p.70） ・NPO法人地域学習ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究会（柵 p.42） 

・総務省 地域に飛び出す公務員ネットワーク     ・移住・交流推進機構[JOIN] 

・総務省 地域力創造データバンク（地域人材ネット等）・総務省 人材交流ひろば 

その地域では困難なことでも、他地域ではそうで

ないこともある。課題は内部だけで解決しようとす

るのではなく、早目に色々なところに助けを求める

ことが大事（前神 p.26） 

研修等のつながりを通して、様々な情報が共有さ

れたり、人材が紹介されたりすることが参加者の大

きな財産（沼尾 p.25） 

創生期には、体系化された教育の場というよりは

、人の集まりのようなところで社会を変革する人材

が自然と育つ。そこから輩出された人材が面的な広

がりを持ちシステム化されてくる（曽根原 p.48） 

人材が交流する場には、参加者が求めるもの

のイメージしながら、お土産（有益な情報等）

とサプライズ（意見を出し合う手法等）を用意

する。また、参加者が、役に立ちそう、楽しそ

う、自分とよく似た人たちが集まりそう、と思

える場にする。参加者も、目的意識を持って臨

むことが大事（大湯 p.38） 

全国から集まった地域おこしに対する熱い

思いをもった者同士との研修を経験したこと

で、地域づくりに取り組む意欲が一層喚起され

た（湯脇、光 p.68） 
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 (3)人材力を補完するための外部人材活用に対する支援 

地域内において人材力が必ずしも十分に確保、発揮されていない場合、外部から人材を招へ

いすることで、不足する人材力を補完し、地元住民の活動をコーディネートし、地域経営のノ

ウハウを伝えることができれば、地域の潜在的な人材力は真価を発揮する。同時に、地域住民

から刺激を受けることで、外部人材自身の人材力も活性化される。 

 

ⅰ) 外部人材が地域にもたらすもの 

「ヨソモノ」は地域で当たり前だと思っているものを新鮮な目で見ることができ、 

これまでになかった住民同士のつながりをつくることができる 

外部の人材は、単に知恵や技術を地域へ移入するだけでなく、新たな発想や視点をもたらし、既

存の人間関係を乗り越え、地域内の人材を相互につなぐ役割を果たしうる。地域の魅力の再認識や

地域資源の発掘、関係者の有機的な連携が鍵となる地域活性化においては、外部から人材が入り、

積極的に地域に関わることは極めて重要である。 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「ヨソモノ」の積極的活用 

 地域の課題解決や活性化の起爆剤として、外部人材を積極的に活用する 

 講演会や研修等様々な機会を活用して、日々「人材探し」を意識する 

○情報発信なくして情報受信なし 

 団体内部の課題等に関する情報を対外的に発信することで、団体がどのような外部人材を求めて

いるかを周知し、適切な人材を招へいする 

 

【参考】 

・NPO法人えがおつなげて 関東ﾂｰﾘｽﾞﾑ大学（曽根原 p.48）  ・郷土の家庭料理ひまわり亭（本田 p.64） 

・NPO法人ハットウ・オンパク オンパク・プログラム（鶴田 p.56）・（株）桝一市村酒造場（セーラ p.46） 

・愛媛大学 地域づくりのためのワークショップ入門（野崎 p.60） 

・慶應義塾大学SFC SFC政策研究支援機構やｽﾀﾃﾞｨﾂｱｰ等を活用した地域・大学連携活動（飯盛 p.22） 

・日本大学経済学部 沼尾ゼミ福島県本宮市との交流事業（沼尾 p.25） 

例えば紅葉や掘りごたつが南国からのツーリ

ズム客には感動を与える。それが、地域住民に

とって今まで当たり前であったことが『価値あ

ること』と気づくきっかけとなる（本田 p.64） 

地域コミュニティの人間関係が複雑で、必ず

しも理論どおりにはコトが進まない。また、商

品企画力を備えた人材を一から育成するのは時

間がかかる。このような場合、潤滑油として活

躍する人材、商品企画力など専門的なスキルを

備えた人材を見つけ、調達し、育成するのが効

率的（鶴田 p.56） 

大学は、地域の様々な主体をつなぐ触媒。それま

で良好な関係になかった者同士も、よそ者かつ若者

である学生の一言で協働するようになり、地域の一

体感が醸成されて、行動につながる（飯盛 p.22） 

地域は、そこに人が入ったときに、その空気に

癒されたり、元気をもらって学び合う、連携し合う

ことができる可能性をもっている（沼尾 p.25） 

仲良くなりすぎると、互いに自分を抑えてしまう

ので、組織にはぬるま湯体質に警告を発する「湯沸

かし器」が必要（セーラ p.46） 
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ⅱ) 外部人材がその能力を発揮できる環境・条件 

外部人材を受け入れる側は、受入前の準備と受入後のフォローを十分に行う必要。

一方、外部人材の側は、その地域固有の習慣や人間関係を大切にしながら、地域の人

々とコミュニケーションをとり、活動を進めていくことが重要 

外部人材を受け入れる自治体や集落、団体は、その力を十分に発揮してもらうために、受入前

の準備と受入後のフォローを十分に行う必要がある。 

一方で、外部人材の側も相応の心構えと準備を怠ってはいけない。地域には固有の習慣や人間

関係があることを心に留めて、その中で地域の人と積極的にコミュニケーションを取り、自分が

どのような目的を持って地域に入るのか、地域で何をしたいと考えているのかについて、理解を

得ることが重要である。 

 

★地域活性化に関わる団体や自治体に期待される取組★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★主な発言★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○受入前の入念な準備と受入後のきめ細やかなケア 

 受入前には、地域住民へ受入の趣旨や活動予定を十分に説明する 

 受入後は、地域でのつながりを作るために、地域の会合に出席させたり、交流の場を設定する 

 地域のしきたりやルール等、地域住民は当たり前に行っていることに対しても、外部人材は戸惑

うことも想定されるので、世話役を決めておくなどしてきめ細やかに対応する 

○ノウハウの継承者の育成 

 アドバイザー等を活用する際には、アドバイザー等の活動に協力しながら関係機関や住民との調

整を行うことができる、地域住民側の人材を配置し、当該アドバイザー等がいなくなっても、そ

の人物を中心に自立的に活動が継続発展できるようにする 

 

【参考】 

・各自治体、総務省 地域おこし協力隊、集落支援員の活用 

・各自治体、総務省 外部専門家（アドバイザー）招へい 

・地域サポート人ネットワーク全国協議会[事務局：広島県神石高原町] 

・総務省 地域主権確立に向けた自主的取組を応援するための総務省職員派遣 

隊員を地域のキーパーソンに頻繁に接触させ、

任務や生活において支えにできる人間関係を構築

させた（高島市：地域おこし協力隊受入） 

心をひらくことで情報が入ってくる。接点を

持った人との関係を押し広げていくことで、輪

が広がる（西粟倉村：地域おこし協力隊員） 

地域でのつながりを作るために、地域のイベン

トへは、業務外であっても参加してもらうように

した（喜茂別町：地域おこし協力隊受入） 

地域には、都会では経験できない密度の濃い

人間関係や土地・習慣などに対する特有の考え

方があり、それがいいときと悪いときがあるが、

悪いときに落ち込まないようにすることが大

切。そのために、地域おこしを通して何がした

いのかをしっかり分析して、自分の信念を持つ

ことが最重要（熊野市：地域おこし協力隊員） 

地域に入るコンサルタントは、住民に答えを渡

すのではなく、住民自身が自立的に実践できるよ

うに支援するべき（玉沖 p.24） 
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５ 今後の展開  

 

このプログラムが「気づき」になり、地域活性化に関わる団体や自治体で人材力活性化に向

けた各種の取組が更に強化され、地域活性化につながっていくことを強く期待している。 

また、地域を取り巻く状況は刻一刻と変化している。したがって、「人材力活性化研究会」

の活動は、来年度も継続することとし、社会情勢等の変化を踏まえ、時代に対応して進化する

プログラム及びカリキュラムを目指す。具体的には、人材力活性化事例等の追加等の充実を図

ることとしたい。 

 

 

 

６ おわりに 

 このプログラムは、地域活性化に向けた人材力活性化における先進的な取組事例とそのよう

な取組を中心となって行う現場の人々の言葉を紹介しながら、人材力活性化の取組の目指すべ

き方向性を示し、各地域における取組の参考にしていただくことを目的としてとりまとめたも

のである。 

 もとより、各地域においての人材力活性化の取組状況は多様であり、それぞれの段階に応じ

てこのプログラムの果たす役割は異なることが予想されるが、そのいずれの局面においても一

定のヒントとなるものと考えている。 

また、地域づくりにおいては、住民の一人一人がその力を十分に発揮しながら地域の特性に

応じた自主的な取組が実践されることが重要であるが、そのような取組に対し、行政は地域住

民のパートナーとして共に考え、悩み、汗をかくことが重要である。 

このプログラムの普及を一つの契機として、各地域で、住民と行政が共に役割分担をしなが

ら、人材力活性化の取組が加速されていくことを強く期待している。 
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（参考１）各構成員からの事例発表の概要 

 

（構成員）  

飯盛
いさがい

 義徳
よしのり

◎ 
慶應義塾大学総合政策部 准教授 

「地域をつくる！ひとをつくる！－地域・大学連携の可能性－」 

小澤
お ざ わ

 浩子
ひ ろ こ

 
赤羽消防団 副団長 

「我がまちを守る！ 消防団～現状と課題～」 

舘
たち

  逸
いつ

志
し

 
内閣府官民競争入札管理委員会 事務局長 

「地域活性化システム論カリキュラム研究会 中間報告書について」 

谷
たに

  和樹
か ず き

 
玉川大学教職員大学院 准教授 

「TOSSの観光立国教育の取組について」 

玉
たま

沖
おき

 仁
ひと

美
み

 
株式会社タマノワ 代表取締役 

「ＴＨＥ・人材力活性化」 

富永
とみなが

 一夫
か ず お

 
ＮＰＯフュージョン長池 理事長 

「地域づくりにおける NPOの役割」 

豊
とよ

重
しげ

 哲郎
てつろう

 
柳谷（やねだん） 自治公民館長 

「地域再生～行政に頼らない感動の地域づくり～」 

沼尾
ぬ ま お

 波子
な み こ

 
日本大学経済学部 教授 

「地域づくりを支える仕組みとその人材」 

前神
まえがみ

 有里
ゆ り

 
愛媛県総務部行政システム改革課 専門員 

「公務員の地域活動」 

松原
まつばら

 朊子
と も こ

 
日本マイクロソフト株式会社 企業市民活動推進本部 マネージャー 

「マイクロソフトの企業市民活動～地域での取り組み～」 

宮城
み や ぎ

 治男
は る お

 
ＮＰＯ法人ＥＴＩＣ． 代表理事 

「NPO法人 ETIC.事業紹介 地域編」 

 

（オブザーバー） 

 

柏田
かしわだ

 恆
こう

希
き

 
八王子市産業振興部産業政策課 主査 

「八王子市の人材育成事業」 

 

◎：座長 

（上段）所属・役職（平成 23年 3月現在） （下段）事例発表タイトル 
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飯盛 義徳「地域をつくる！ひとをつくる！－地域・大学連携の可能性－」 

慶應大学のゼミでは、地域と連携し、地域情報化、伝統産業再興、農業や食のブランド化、商店街活

性化等を通じた地域活性化を研究、実践。また、ＮＰＯ鳳雛塾では、ケースメソッドを通じて、小学生

から社会人までの一貫したカリキュラムで、自分で考えて行動する地域活性化人材の育成を行っている。 

 

○ 大学は、地域の様々な主体をつなぐ触媒になる。それまで良好な関係になかった主体同士でも、よそ

者かつ若者である学生の一言で協働できるようになる。一方で、大学や学生も変わってくる。地域が

元気になるためには、地域の資源を認識し、町の中でつながりをつくり、その資源を戦略的に展開す

るという資源化のプロセスが大事。新しい技術や情報、知識が集積し、よそ者の視点を持った失敗を

恐れない行動力のある若者が集まっている大学は、このすべてのフェーズにおいて役に立つ。 

○ まちづくりにおいては、強制、命令が難しく、成果が出るまで継続的に活動し、資源をオープンにし

なければならないため、非常に高度なマネジメント能力を持つ人材が必要。このような人材を育成す

るためには、ケースメソッドを取り入れて問題発見解決能力や行動力を育んだ上で、プロジェクトの

実践を取り入れていくことが重要。 

○ 課題は、関係者のインセンティブ設計をどうするかということ。また、大学が地域にアプローチする

際の情報源が乏しい。問題発見解決志向型で、政策もしくは戦略の役に立つ知見を含む研究を行う必

要がある。 

 

 

小澤 浩子「我がまちを守る！ 消防団～現状と課題～」 

全国各地の消防団では、団員減少が課題であるため、新たな人材を確保するために、活動スタイルの

多様化等を通じて、様々な年代の人が一緒に活動できるようにしている。また、これまであまりなじみ

のなかった女性、学生の活用や次代を担う子どもたちの育成にも力を入れている。 

 

○ 消防団員は、それぞれの仕事を持ちながら、「自分たちのまちは自分たちが守る」という郷土愛護の熱

い精神で活動している。消防団員には、あらゆる立場や職業の人が入団しており、地域の人材の宝庫

とも言えるが、この人材をどう生かすか、また、若い人をどのように入れていくかが大きな課題。 

○ 消防団の特性は、①地域住民なので密着性があること、②人数が多いので、要員動員力があること、

③日ごろ訓練をしているので、災害への即時対応力があること。したがって、防災、応急だけでなく、

有事における国民保護、災害学習や地域行事等を通じた地域の未来を担う人材の育成、様々な組織や

人との連携等においても、消防団への期待はますます高まっている。消防団が安全を守ることでまち

が育つ、そして、そのまちとともに消防団も育ちながら、地域を担う人材を育てていきたい。 

○ 女性は、地域を担う子どもたちを育てたいというようなはっきりとした目標を持って入団してくるの

で、どちらかというと積極的。女性が入団することで従来男性視点で活動していた消防団の活動の幅

が広がっている。 

○ ボランタリーな精神で地域のために活動する組織においては、単に年齢だけで線を引く必要はない。

機敏さや体力が要る部分もあれば、長年培った知恵や人脈が生かせるという部分もある。 
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舘 逸志 「地域活性化システム論カリキュラム研究会中間報告書について」 

北陸先端科学技術大学院大学を先駆けとして、各地の大学で行われている地域活性化システム論は、

地域の知の拠点である大学に、自治体関係者、地元経営者、ＮＰＯ、研究者、学生等産官学の関係者が

集まって、特区や地域再生を議論する場であり、ここから具体的な地域活性化事業が発生している。 

 

○ 地域活性化の目指すものは、暮らしやすい地域の再構築。その中で、その地域の付加価値を高めて、

地域がグローバルな競争にも打ち勝っていけることが重要。 

○ 人的ネットワークの形成法については、多くの大学の同様な講座をきっかけとして、人的ネットワー

クができてきたが、これらをつなぐものとして、地域活性学会が創設された。 

○ 地域活性化システム論のカリキュラムの構成は、各種、各地の地域活性化に共通する政策論・方法論、

各政策領域の分野論、事例研究、グループワークを組み合わせてやるのがよい。加えてフィールドワ

ークもあると尚よい。 

○ 色々な主体が受講生として集まることが重要なので、キーパーソンや主体的に取り組む参加者を産官

学にわたってバランスよく募集することが必要。特に、民間、ＮＰＯの人は、鮮明な問題意識を持っ

ており、地域活性化事業の推進役として大変重要。行政は、必要な各種規制の緩和や行政手続き、各

種支援策の紹介・提供において、やはり実践的な役割を担う。参加している行政関係者が幅広い知識

を持ち、リベラルかつオープンで、自分の所掌ではないことでも担当者を紹介してくれるような人で

あれば、事業が円滑に進む。また、学生は協力者として、事業を活性化するのに役に立つ。継続的な

開講に向けては、初年度開講時の成果がどの程度地域に認知されるかということが重要。 

 

 

谷 和樹「TOSSの観光立国教育の取組について」 

ＴＯＳＳは、一般の公立小・中・高等学校の職員による学校の授業を研究する団体であり、観光立国

推進法成立を契機に、観光立国教育の推進を行っている。 

 

○ ＴＯＳＳでは、単なる調べ学習ではなく、生徒が積極的に参加しながら、自分の住んでいる地域につ

いて学ぶことができる授業が展開できるように、すべての自治体でテキストを作り、それらをもとに、

各地で先生方がその地域の授業を行っている。また、「子ども観光動画」では、子どもたちが、自分の

地域のことを自分で調べ、インターネット上に動画として発表している。 

○ 団体では機関誌等を通して、教師が担う元気な地域づくり活動、まちづくり活動について、全国の先

生方に取組への参加をアピールしており、それぞれのまちで行政と連携したまちづくり教育が既に始

まっている。例えば、地域への愛着や親への感謝の気持ちを持たせるために、10歳で１／２成人式を

行ったり、14歳で立志の式を行ったりする活動が行われている。 

○ 自分たちが育っているまちのことを子どもたちにもっと知ってもらい、子どもたちがそのまちを好き

になり、成長してまちを離れてもまた戻ってきたいと思うような、なおかつ多くの人に自分のふるさ

とに来てほしいなと願うような子どもを育成するための活動を続けている。 
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玉沖 仁美 「ＴＨＥ・人材力活性化」 

タマノワでは、地域活性化の現場に入り、「だれを対象にどんな能力を身につけてもらいたいのか」を

明確にして足りない能力を獲得するという手法を用い、OJTと OFFJTを組合せながら、人材育成を行う。 

 

○ ＯＦＦ－ＪＴは、わからないことや学びたいことが明確に決まっている場合に有効。一方で、ＯＪＴ

は、地域づくりのスタート段階や壁にぶつかって方向変換をする場合に、効果が出やすい。ミッショ

ン、ゴールを設定し、実行し、成果が出て、さらに新たな目標を設定するというサイクルにおいて、

視界の変化や困難・失敗からの学習等によって新しい能力が開発されていくので、地域の人材育成に

はＯＦＦ－ＪＴとＯＪＴをかけ合わせたカリキュラムが必要。 

○ ソリューション・フォーカスト・アプローチは、その人自身がなりたいと考えているイメージを具現

化し、実現する意思決定を促すカウンセリング技術。例えば、地域活性化人材の育成であれば、まず、

どういう地域にしたいか、そのためにどういう役割をしたいか、というゴールを設定する。そして、

地域の実情などを調査して、ゴールにたどり着くまでの軌道を設定する。 

○ 自分で自分の能力を磨くことが重要であり、そのためには、地域に入るコンサルタントは、地域住民

に答えを渡すのではなく、住民自身が自分で自立的に実践できるように支援するべき。やり方を覚え

てもらい、次に、自分たちで自分の地域を盛り上げていく術を身につけてもらうことを目指す。 

 

 

富永 一夫 「地域づくりにおける NPOの役割」 

フュージョン長池では、多摩ニュータウンの八王子市域の人、物、カネ、情報を融合させ、長池公園

の指定管理をはじめ、地域情報化、住宅メンテナンス・建設、総菜屋の設立、研究所の運営、様々な地

域活性化の活動を行ってきた。また、NPOでこれまで培ってきた地域経営のノウハウを全部公開情報にし、

人材育成を行う場を民間企業と協働して開設した。 

 

○ 地域経営は全員野球。住民の一人一人が人材で、それを活性化することが重要。物が言える人だけが

人材ではなく、一人一人にそれぞれの役割とやりがいがある。 

○ 財源については、八王子市から指定管理料が大きい。一方で、行政資金だけに頼るのではなく、寄贈

品や自動販売機のコミッション、受託研修費用も重要な収入源。 

○ いろいろな人との協働を考えるためには、事務局が必要。企業で言えば経営陣だが、地域経営におい

ては上から主導するのではなく、下からサポート型のリーダーシップを取ることが重要。事務局には

多彩な人材を集める必要がある。能力だけがバラエティーに富んでいればいいのではなく、いろいろ

な立場の人がいなければいけない。事務局を地域住民が役割分担して行い、行政はそれを法律を基本

として支え、企業等は特に専門的な分野で時と場合に応じて連携する存在ではないか。 

○ 地域は宝の山。遊休の物やお金が存在するものの、行政だけでは効率的に使えない。一方で、ＮＰＯ

側には人と知恵、情報がある。しかし両者が必ずしもマッチングしていない。長池公園の事例は、公

共財産である公園と、税金というお金と、我々の地域人脈と知恵が融合したら、こんなふうに活性化

したという１つの事例。 
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豊重 哲郎 「地域再生～行政に頼らない感動の地域づくり～」 

「やねだん」では、休耕地を活用した焼酎芋の栽培と商品化、土着菌を活用した自然農法、芸術家の

誘致等を通して、行政に頼ることなく地域再生を行う。取組を始めて１０年目に、「故郷創生塾」を開講

し、リーダーを育成する。 

 

○ 大切な３つの柱は治安と義務教育と自主財源。 

○ 反目者が必ず１％はいる。彼らを地域再生に巻き込んでいくために、まず感動を与えて、能力を引き

出し、出番を用意して、最終的には役員になるまで育てた。その結果、取組は 15年目の今まで続いて

いる。皆に出番が有り、補欠はいないというやり方がよかった。 

○ 取組が軌道に乗ってくると、機運が盛り上がって、さらに取組が進む。そのためにはビジネスの恩恵

を地域住民に還元することが必要。 

○ 視察を受け入れる際も、主婦が昼食を作ったり、住民のカメラマンが写真を取ったり、効果的に土産

物を販売したりすることで、集落の所得が増える工夫をしている。 

○ 地域づくりにおいて大切なことは、原点を忘れないこと、組織で物を言うこと、数字で結果を示すこ

と、そして会話。５００人程度の人口なら、みんなのフルネームを覚えることができる。名前を呼ん

で会話をすることが大切。 

○ 町内会等のコミュニティ活動を行う団体が、収益事業を行った場合の納税について、税額控除の制度

があればよい。補助金等を配るよりも、税額控除はありがたい。 

 

 

沼尾 波子 「地域づくりを支える仕組みとその人材」 

日本大学のゼミでは、福島県本宮市と都市農村交流事業を実施し、米のブランド化や駅前商店街活性

化、コミュニティＦＭの番組作成など、調査研究と並行して、プロジェクトを行っている。また、全国

で地域づくりにかかわっている人材を対象に合宿研修を行う、「全国地域リーダー養成塾」（地域活性化

センター）の講師を担当している。 

 

○ 大学の地域活動によって、農家同士のつながりや農家に生きがいが生まれる一方で、学生への教育効

果も大きいというように、地元と大学側の双方にメリットがある。はじめは現地の人と上手にコミュ

ニケーションを図れない学生もいるが、農家に泊まって宿泊先の家族に話しかけられたりする中で、

コミュニケーションができるようになる場合も多い。 

○ 「全国地域リーダー養成塾」のようなつながりを通して、様々な情報が共有されたり、人材が紹介さ

れたりすることが大きな財産。 

○ 地域コミュニティには、集落や町内会等の自治組織としてまとまっていく「守り」の側面と、特産品

開発等のビジネスを始めていく「攻め」の側面があり、それらが重層的に様々な組織体や活動として

重なっていることで、地域が元気になる。 

○ 地域づくりは、そこに暮らす人がメンバーなので、必ずしも同じ目的を持った人ばかりが集まるわけ

ではない。このような多様な考え方や立場の住民を上手につなげながら、一人一人の意思が尊重され

つつ全体としてまとまっているという状況をマネージできるリーダーの存在が重要。 
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前神 有里 「公務員の地域活動」 

行政、司法、警察、保健、医療、福祉関係者、民生委員、地域住民等、地域の様々な立場の人と連携

し、講習会や演劇による啓発活動等を通じて、虐待問題に取り組む。また、四国４県の担当者と連携し、

研修会、シンポジウム、調査研究、事例集作成等も行った。 

 

○ 四国 4 県は、県民性も県庁の仕事のやり方も違うので、4 県での意見交換は、各県の課題解決に役立

った。課題は内部だけで解決しようとせずに、早目に色々なところに助けを求めることが大事。 

○ 公務員の地域活動において、公務員個人のやること＝行政ではない。しかし、公務員が専門知識を活

かして、地域の自主的な活動を行政や専門機関につなぐことができれば、地域は豊かになる。 

○ ネットワークによって、新たに何かをつくるというよりも、やるべきところがやるべきことをできる

ようにすることに主眼を置いて活動する。例えば、虐待被害者を支援する職務にあたる公務員を地域

全体で守る取組などを行う。また、ネットワークは、目的に応じて形を柔軟に変えられること、必要

なときに必要なメンバーが自然とわいてくることが重要。また、ノウハウ等を外から持って来る場合

でも、自分たちに合うように作りかえて実践し、最終的には自前で調達できるようにする。 

○ 高齢者虐待対応専門職チームでは、ケース会議に弁護士と社会福祉士を送り込むが、問題を解決して

帰ってくるのでは現場の力にならない。当事者が考えて動けるように、問いかけをしながら考えても

らうという手法を使っている。 

○ フットワークを軽くする、チームワークをよくする、ネットワークをつくるという「３つのワーク」

が重要。反対に、でも、だって、どうせという「３つのＤ」は未来につながらないので言わない。 

 

 

松原 朋子 「マイクロソフトの企業市民活動～地域での取り組み～」 

マイクロソフトでは、政府、自治体、大学、ＮＰＯなどと連携し、ＩＴベンチャー支援、高度ＩＴ人

材育成、ＮＰＯ基盤強化、高齢者向けＩＣＴ利活用、障碍者向け支援、セキュリティの啓発などに、地

域のＩＣＴリーダーを育成しながら取り組む「地域活性化協働プログラム」を行っている。 

 

○ リーダー候補の発掘には地域の実情を熟知している自治体の意見を重視する。 

○ 成功地域にみられるＩＣＴリーダーの３大要素として、課題設定／解決力、ネットワーク力、推進力

が挙げられる。加えて、基礎的なリーダーの要素として、地域を活性化する、地域を大切にするマイ

ンドや、地域全体のことを考える大局的視点も必要。 

○ 自治体職員には、地域課題を多面的にとらえ、ゴールやアクションプランを設定できる課題設定／解

決力、組織横断的な連携を取り、地域住民やＮＰＯとの外部ネットワークを重要視できるネットワー

ク力、意志決定を迅速にし、異なるプレイヤーと協働連携をしようという推進力が必要。また、地域

リーダーには、地域の課題を自分の課題としてとらえ、今後目指すべき姿を考えることができる課題

設定／解決力、コミュニケーション力、リーダー･フォロワー関係をうまく保てるような人となり（ネ

ットワーク力）、短期間で集中して推進し、活動を地域に広げていく推進力が必要。 
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宮城 治男 「NPO法人 ETIC.事業紹介 地域編」 

ETIC.では、学生がベンチャー企業やＮＰＯの現場に長期間入り、プロジェクト推進に参加するという

実践型インターンシップを行っている。特に最近では、受入現場として地方のソーシャルビジネスに重

点を置いている。また、地域の自治体等と連携して行う青年海外協力隊の地域版のような仕組みである

地域イノベータープログラムも行っている。 

 

○ インターンシップの受入企業は、株式公開段階くらいまでのベンチャー企業が中心なので、受入企業

の先輩経営者が後輩と仕事をすることによって、後輩を育てながら、受入企業自身も進化していく。 

○ リーダー育成は、東京だけでは、開発される能力に限界がある。むしろ、地域の地場産業や伝統産業

の改革の現場で仕事をする経験が、人間性を含めて若者を成長させる。これは、同時に地域も求めて

いること。将来事業を起こしたいという思いを持った若者が入り込むことによって、新しい事業を立

ち上げる動きが生まれる。 

○ 社会に新しい仕組みやサービス、ビジョンをつくり上げていくソーシャルイノベーションと次世代リ

ーダー育成がうまくつながる取組を仕掛けていきたい。大事にしているのは、師匠の存在や関係性を

通して人が育っていくこと。ケースメソッドや経営スキルではなく、人間性や起業家精神を学ぶこと

を重視。モラルが高く信頼される人を育成したい。 

○ 地域のハブとなるプロデューサー人材を企業等と連携して集中的に育成することで、今度は彼らが地

域の現場と若者をつないだり、新しい担い手を育成することができる。 

 

 

柏田 恆希 「八王子市の人材育成事業」 

サイバーシルクロード八王子では、企業ＯＢ等を活用し、市内の中小企業を支援する「ビジネスお助

け隊」や起業家を育成する「本気の創業塾」、地元企業の事業継承者に‘社長としての自覚’を持たせる

「はちおうじ未来塾」、経営者の片腕となる経営マインドを持ったリーダーの育成を目指す「リーダー育

成塾」等、地域に根ざした産業人材を育成する取組を行っている。 

 

○ 「お助け隊」成功の秘訣は、官民が信頼関係を築き、ビジョンを共有できたことと、キーパーソンの

存在。「お助け隊」はキーパーソンに賛同している人が集まる属人的な組織。行政の役割はその人とう

まく連携をとること。 

○ 地域、産業の活性化は人に起因する。サイバーシルクロード八王子の人材育成プログラムは、人間だ

れもが持つといわれる何かに貢献したいという気持ち、成長したいという気持ちを活かし、そのよう

な場を整えることで、その人を伸ばしていこうという、HP（ヒューレット･パッカード） WAY という

考え方に基づく。 

○ 「はちおうじ未来塾」の成果として、新しいネットワークが構築されるだけでなく、自分の会社にし

か興味のなかった人が地域性を意識するようになり、八王子について真剣な議論がされるようになっ

てきている。今後の八王子の産業を支える人々が、地域活性化を意識しながら、自分の会社を盛り立

てていこうと頑張っているこのプログラムは、究極の産業振興ではないか。 



（参考２）人材力活性化事例調査個表 

 

石井
いしい

 宏
こう

治
じ

 
 

OFFICE まごのて 代表 

一ノ瀬
い ち の せ

 喜之
よしゆき

 
 

名古屋市中川区露橋消防団 団長 

岩崎
いわさき

 正朔
せいさく

 
 

香川県丸亀市川西地区防災会 会長 

大野
おおの

 三紀子
み き こ

 、長友
ながとも

 眞理子
ま り こ

   調布市民放送局 代表、事務局長 

大湯
おおゆ

 章
あき

吉
よし

 
 

能登乃國ゆするぎ塾 塾長 

小森
こもり

 栄治
えいじ

 
 

日本理科教育支援センター理科教育コンサルタント 

柵
さく

 富雄
とみお

 
 

インターネット市民塾 事務局長 

下川
しもがわ

 尚彦
なおひこ

 
 

筑後市協働推進部地域支援課 係長 

セーラ・マリ・カミングス   桝一市村酒造場 代表取締役  

曽根原
そ ね は ら

 久司
ひさじ

 
 

NPO 法人えがおつなげて 代表理事 

高橋
たかはし

 久則
ひさのり

 
 

西大崎地域自治協議会事務局 次長 

高見
たかみ

 徹
とおる

 
 

日南病院 院長 

武田
たけだ

 直樹
なおき

 
 

筑波学院大学 社会力コーディネーター 

鶴田
つるた

 浩
こう

一郎
いちろう

 
 

NPO 法人ハットウ・オンパク代表理事、社団法人ジャパン・オンパク代表理事 

中條
なかじょう

 美奈子
み な こ

 
 

NPO 法人マミーズネット 理事長 

野崎
のざき

 賢也
けんや

 
 

愛媛大学地域創成研究センター准教授 

畠中
はたけなか

 智子
ともこ

 
 

高知のまちづくりを考える会 代表 

本田
ほんだ

 節
せつ

 
 

郷土の家庭料理ひまわり亭 代表取締役 
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前田
まえだ

 眞
まこと

 
 

邑都計画研究所代表取締役、(特非）まちづくり支援えひめ代表理事 

湯
ゆ

脇
わき

 信一
しんいち

 、 光
ひかり

 史朗
しろう

   姶良市企画部企画政策課 課長補佐、主査 

横尾
よこお

 敏史
としふみ

 
 

NPO 法人鳳雛塾 事務局長 

横山
よこやま

 史
ふみ

 
 

NPO 法人 Eyes 代表理事 

（敬称略。五十音順） 

 

 

人材力活性化の事例調査について 

１．調査の趣旨 

地域活性化や人材力活性化の取組について「人」に着目して、その取組やノウハウ、留意点等に

ついて事例調査を実施し、人材力活性化研究会等において人材力活性化プログラム及びカリキュラ

ムを検討する際の参考にする。 

 

 

２．調査対象 

人材力活性化研究会構成員から推薦を受けた、地域活性化や人材力活性化のために様々な取組を

行う人材 

   

 

３．調査方法 

調査対象者に対し、事務局職員が 2時間程度ヒアリング調査を実施。 

 

 

４．調査期間 

平成 22年 10月 8日～平成 23年 2月 28日 

 

 

５． 主な調査項目 

①地域で必要とされる人材像。取組の契機となった課題 

②人材に必要とされる具体的な能力・スキル 

③人材を育成・調達するための取組とポイント 

④行政・企業・教育機関等との連携・役割分担 

⑤事業の成果とその要因 

⑥今後の課題（後継者育成等） 
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分 野 農業 訪問日 平成 22年 11月 24日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 

●経営者とスタッフの言葉を「通訳」できる中間管理職 

●他産業と農業をマッチングするコーディネーター 

●経営能力（ビジネス感覚）を持ち、私欲抜きで人材育成ができる農業経営者 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

農業生産法

人等のスタ

ッフ 

農業生産法人の人材育成・組織構築支援 

 経営者と現場社員をつなぐ良い中間管

理職がいないために従業員が育たないと

いう組織のために、社外中間管理職とし

て、社員育成を実施。中間管理職を育成す

ることで自律的成長を生み出す。 
 具体的なプロセスは、まず経営者とスタ

ッフがそれぞれ考えていることを石井氏

●中間管理職の最も重要な機能とは、経

営者とスタッフの言葉を「通訳」するこ

と 

 

●中間管理職となる人材は、スタッフ時

代に当事者意識を持って仕事をし、現場

の経験を積んでおく必要 

 

氏 名 石井 宏治 （いしい こうじ） 

所属・役職 OFFICEまごのて 代表 

活 動 

●経営者と現場社員をつなぐ良い中間管理職がいないために従業員が育たないという

組織のために、社外中間管理職として、社員育成を実施。中間管理職を育成することで

自律的成長を生み出す 

●人材育成の場として農業を活用する農商工連携を模索 

取組の 

契機 

●現在農業界に流入している人材はロハス、スローライフを求める人材が中心だが、今

後農業が産業として自律していくためには、農業のビジネス的、職業的な魅力に魅かれ

る人材こそ必要 

●人材を受け入れる組織の未熟さも大きな課題であり、良い人材を受入れるためには、

良い組織を増やすことが必要 

●人材採用と教育環境を整備し、若い人材が夢中になって農業の現場で働く社会を実現

したい 

活動の 

ポイント 

●中間管理職の重要な機能は、経営者とスタッフの言葉を「通訳」すること 

→中間管理職となる人材は、スタッフ時代に当事者意識を持って仕事をし、現場の経

験を積んでおく必要 

●生物多様性の中で、体力と知力を高いレベルで使わなければいけない農業は

企業等の人材育成の場としても最適 

 →有機農業の現場で「自らの頭で考え、判断し、行動する人材」が育成される 

●若者がついて行くのは、若者に対する愛情・情熱を持った指導者 

→若手スタッフを育成をする際、重要なのは、愛情のかけ方や本気で育てたいと思う

気持ち。育成する仕組みや制度は必要だが、それさえあれば人が育つわけではなく、

真の愛情と忍耐力が前提条件として必要。 
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を通じて伝え合い、相互理解を進める（は

じめから同じ席に着いて話し合うことは

しない）。相互理解がある程度進んだ段階

で、経営者とスタッフが本音で話し合う機

会を設ける。 
 経営者とスタッフの信頼関係を構築す

るために、必要に応じて、社内の各種人事

制度（職務分掌・評価制度・会議体系）を

構築する。 

●現場における教育というのは「go(正し

いことをしているときはそのまま見守

り)、stop(間違ったことをしたらやめさ

せて)、change(方向性を変えてやる)」と

いうのが基本だが、常に、事が起こった

瞬間を抑えること（タイミング）が大事

で、難しい 

２ 対象： 

企業の 

新入社員、

子ども  

等 

 

連携： 

企業、 

学習塾  

等 

有機農業を活用した人材育成 

 有機農業は、体力と知力を高いレベル

で使わなければいけない。また、「人間は

多様な生物の中の一つ」という意識でやら

なければ成立しない。このことが意識でき

る人は、どんな組織・社会でもやっていけ

るし、声なき者の声を聞くことができる。 
今後、この人材育成機能を活用し、農業

を、小学生の体験学習や企業の新人研修の

場としたい。 
これまで農商工連携というと、農業分野

からは食材を提供するだけであったが、こ

のように人材育成分野においても連携で

きる。その際、農業界と他産業では「言葉」

が通じないので、連携をコーディネートす

る人材が求められる。今後、実践をつうじ

て養成していく必要がある。 

●生物多様性の中で、体力と知力を高い

レベルで使わなければいけない有機農業

を通して、精神力、自立心、人間性が育

くまれ、自らの頭で考え、判断し、行動

する人材が育成される。したがって、農

業は企業等の人材育成の場や子どもの体

験学習の場として最適 

 

●農商工連携を行うためには、他産業と

農業をマッチングするコーディネーター

が必要であるが、現状では農業界の知

識・経験が無い人材がそのような仕事を

行っている。本来的なコーディネーター

を育成する必要がある 

 

●コーディネーターの養成には、「実践」

あるのみ。座学だけで育成された人材は

使えない 

３ 対象： 

農業経営者

の志望者 

 

連携先： 

行政 

農業経営者の育成 

 有機農業は、技術的にはほとんど確立さ

れているが、経営者の人材が不足している

ので、行政と連携して経営者を育成してい

きたい。 
 具体的には、全国 10 カ所程度に農業経

営者育成ハブ法人を指定し、そこへ私欲抜

きで人材育成をできる「熱源人材」を送り

込み、農業経営者を育成させることを考え

ている。 

●私欲抜きで人材育成をできる経営者と

いうのは、「大病を患うなどして 1回死に

かけて、金でも名誉でもなく世の中に貢

献するためにはどうすればよいかを考え

るようになった人」 

 

●若者がついて行くのは、若者に対する

愛情・情熱を持った指導者。重要なのは

愛情のかけ方や本気で育てたいと思う気

持ちであり、育成方法は問題ではない 

（参考）「農業で働く OFFICEまごのて」 

http://nougyou-hataraku.air-nifty.com/blog/2009/01/post-0464.html 
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分 野 自主防災 訪問日 平成 22年 10月 5日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 ボランティア精神をもって活動する人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

小学生 

 

連携先： 

小学校、 

子供会、 

PTA 

将来の団員確保 

 子ども向けイベント等を実施することに

より、消防団の活動を PRする 

①詰め所見学 

 小学校の授業の一環として、詰め所に児童

を招いて、消防団活動を紹介。参加者には入

団予定日のはいった団員証の発行を検討し

ている 

②子ども向けジャズコンサート 

 コンサートの中で AEDの啓発を行ったり、

パンフレットの紙面で消防団の PR を行う。

事業費は全て企業等からの広告費等でまか

なう自主事業 

③子ども会とのつながりの強化 

 子ども会とは毎年、年末火の用心パトロー

ルを実施し、子ども会行事には予算の許す範

囲内で飲み物等を提供する等協力している 

●まずは消防団の存在や活動を知って

もらうことが重要 

 

●ボランティア精神は小学生のうちか

ら育む必要がある 

 

●単発的ではなく、継続的な取組が重

要 

 

●面白くないと人はついてこない。遊

び心が重要 

 

●地域内の友人・知人のつながり、ま

た団体を超えた人のつながりは重要 

 

●子ども会や学区住民の行事に積極的

に協力している 

氏 名 一ノ瀬 喜之 （いちのせ よしゆき） 

所属・役職 名古屋市中川区露橋消防団 団長 

活 動 

●鋳造会社を経営しながら、名古屋市中川区露橋消防団長を務めて 18年(団員歴 37年) 

●24名の団員を組織しながら、消防・防災活動、防災訓練・啓発活動等を実施 

●青年の「メンバーズクラブ」としての消防団を目指して、防火防災活動だけでなく、

行事などを通じて団員相互の親睦や研修に努め、社会人としての人間形成にも努力 

取組の 

契機 

●地縁で消防団に所属したが、活動しているうちに改善すべき点が見えてきたので、長

く活動を続けている。特に、消防団の存在や活動が多くの地域住民に知られていないと

いう現状に対する危機感は強かった。 

●「名古屋一の消防団」、「行列のできる消防団」にしたいという意気込みはある。 

活動の 

ポイント 

●何事も力を入れすぎないことが地域活動と仕事との両立の秘訣 

  →団員の負担を軽減することで、入団のハードルを下げる 

●面白くないと人はついてこない。遊び心が重要 

  →様々な行事や PR用の煎餅・チョコレートを企画し、活動を PR 

●地域内の友人・知人のつながり、また団体を超えた人のつながりは重要 

  →子ども会等との連携を強化。また、友人の誘いで入団したケースは長続きする 
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 ④学区住民への協力 
学区主催の運動会や盆踊り、敬老会等に審

判や警備係として協力 
  

２ 対象： 

団員 

 

連携先： 

行政 

消防団員の訓練、事務等の効率化 

 研修を何度も行うのではなく、会合のつい

でに、団員相互で知識・技術を教え合う。ま

た、個々の消防団の研修をやめて、中川区消

防団全体で講習を行う 

 

●団員の拘束時間・負担を減らすこと

で、入団のハードルを下げる（特にサ

ラリーマン団員の確保には有効） 

 

●何事も力を入れすぎないことが地域

活動と仕事との両立の秘訣 

 

３ 対象： 

団員 

団員相互のつながりを強化 

①親睦会を実施 
団員相互の親睦を深めるため、食事会等を

行う 

②団員のつながりで新たな団員を確保 
 義務感で入った団員は任期満了するとや

めてしまう傾向が強いが、複数の友人の誘い

で入団すれば継続する。団員の満足度が上が

れば、友人を誘うことにもつながる 
 

●団員相互の親睦を深め、社会人とし

ての人間形成を行う 

 

●地域内の友人・知人のつながり、ま

た団体を超えた人のつながりは重要 

４ 連携先： 

行政、 

他の 

消防団 

地区内の他の消防団との連携 

 同じ中学校区の他の団や消防署と連携し、

意見交換会等を実施。各消防団から幹部が参

加し、消防団の課題を共有し、解決のために

アイディアを出し合う。また、研修等を合同

で実施 
 

●他の消防団と課題を共有し合い、解

決のためにアイディアを出し合うこと

が有効 

５ 対象： 

団員 

後継者の育成 

 同じ人があまり長く団長をやるのはよく

ない。現在ある様々な問題は解決し、後継者

を指名していきたい。 
後継者を指名するにあたっては、スムーズ

に引き継げるよう、その人が次期団長になる

雰囲気を徐々に醸成する 
 

●誰が次期団長になっても大丈夫なよ

うにしておく 

 

●団長にはあまり細かい人ではなくお

おざっぱなくらいの人が向いているの

ではないか 
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分 野 自主防災 訪問日 平成 23年 2月 28日 

 

人材力活性化の取組内容 

地域像 ●様々な能力を持った人材が適材適所で活躍できる地域 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

地域住民 

 

連携先： 

行政 

ＰＤＣＡサイクルを導入した活動 

学校の防災学習カリキュラム、資機材の活

用、リサイクルの活用等において、ＰＤＣＡ

サイクルを導入し、年間計画を立て（Ｐ）、

活動し（Ｄ）、振り返りをする（Ｃ）ことに

より、次の活動の改善（Ａ）する創意工夫を

行う。具体的には、振り返りシートを使って、

事業や物品購入などを精査している。 

学校での防災学習は、1 年に複数回行って

いるので、特にその効果が発揮されている。 

●ＰＤＣＡを取り入れることで、気づ

かなかったことを気づき、活動が発展 

 

●自らの提案が次の活動につながるの

がみえることが、関係者の志気を低下

させないことにつながっている 

 

●同じ事を繰り返したり、名ばかりの

役員では、次第に活動が停滞してしま

う。それを防ぐために、ＰＤＣＡにし

たがって常に考え行動する 

氏 名 岩崎 正朔 （いわさき せいさく） 

所属・役職 香川県丸亀市川西地区防災会 会長 

活 動 

●ＰＤＣＡサイクルを導入して、防災教育や訓練・研修などの人材育成、不用品の利活

用や地域活動との連携による防災資機材の整備、要援護者への取組や企業・団体との連

携などのネットワーク・連携づくりなどについて、年間計画を策定・実行し、問題点を

チェックすることにより、活動の改善を行う 

取組の 

契機 

●電信・電話の保全の仕事に携わってきたが、豪雨時、山中の電話線見回り中に土砂崩

れの予兆を発見し、同僚と役場に報告した。その後大規模な土砂崩れが発生したが、事

前の対処により人的被害は防ぐことができた。この経験から災害に強い関心を持った。

また、保全系の職場では、予防保全が大切と徹底して教えられ、実践してきた。 

●H10 に自ら防災組織の設立を提案。個性があまりなかった町を活性化させるために

も、身近で住民の関心の高い「防災」をまちづくりの中心に据えて、活動を進めている 

活動の 

ポイント 

●ＰＤＣＡサイクルを取り入れることで、気づかなかったことを気づき、活動

が発展する 

→自らの提案が次の活動につながるのがみえるので、関係者の志気が低下しない 

●コミュニティ関係の組織について、地域が求めていない組織は、どれだけ人

を入れてもダメ 

 →部門によっては数年間休ませ、住民がその組織を欲する時に、再度組織化を検討す

ることも大切 

●階段を一歩一歩登る心構えでお付き合いすることで、強い絆で結ばれていく 

→５～１０年というスパンでの平素の何げない関わりを大切にし、企業・団体などと

の信頼関係を築くことが重要 
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２ 対象： 

小学生、 

中学生、 

高校生 

 

連携先： 

学校、 

行政 

小学校を基軸とした防災教育 

小、中、高校を一体として防災教育を展開。

人命救護の指導だけでなく、土嚢の作り方、

ロープを用いた救助訓練など、地区ならでは

の取組も行っている。 

 防災活動は、力仕事など体力が必要なこと

が少なくないため、現役世代でなければ活動

が難しいこともあるが、防災教育に関して

は、平日の活動が難しい現役世代に代わって

退職後の世代が活躍している。 

●学校との連携をはかる中で、自主防

災活動自体が活発化してきた 

 

●活動を継続する中で教員等の学校関

係者の防災意識にも変化が見られるよ

うになった 

 

●現役世代と退職後世代が、その立場

や能力に応じて役割分担し、活動を担

っている 

３ 対象： 

地域住民 

 

連携： 

行政、 

企業、 

福祉団体 

組織運営と人材育成 

①後継者人材の発掘 

自治会での回覧だけでは、部員を集めるこ

とはできないので、地域の祭りや自治会活動

の時などに常に声をかけ、人を探す。後継者

に相応しいと思われる人には、直接会って説

得する。 

②自治会の各部会長の選出 

 役員会で協議し、民生委員や副部会長の中

から選出。お願いするために１～２年通い、

説得する。 

③現役が活動しやすい雰囲気・仕組みづくり 

 現役世代が活動を行うためには、勤め先等

の理解が必要なので、上司や幹部に、「地域

貢献活動は、地域にとって大切な企業活動で

ある」という理解を深めてもらえるよう働き

かけをしていくべきだと部員には伝えてい

る。また、部員が勤め先等に言い難いのであ

れば、会長自ら理解を求めに行く。 

④部員同士の交流の促進 

ハイキング、コンサート、食事会など、防

災活動以外の活動も行って部員相互の交流

を図っている。 

⑤企業・団体などとの連携・ネットワーク 

 各種企業と連携し、災害時に必要なインフ

ラ整備を図っている。 

また、コミュニティ組織並びに小学校が開

催する行事に、招待してもらうなど、活動以

外の機会も利用して企業や他団体、住民との

つながりを深めている 

●自治会長・コミュニティの会長は、

町の営業部長 

 

●シンポジウム、フォーラム、研修な

どで報告された事例などで重要だと思

ったことはすぐに実践してみる 

 

●コミュニティ関係の組織について、

地域が求めていない組織は、どれだけ

人を入れてもダメ。部門によっては、

数年間休ませ、住民がその組織を欲す

る時に、再度組織化を検討することも

大切 

 

●地域活性化やまちづくり活動におい

ては、リーダーやサブリーダーの考え

方によって、そのグループの動きは大

きく変わる。そういう意味において、

良く目利きをして部会長を推薦するこ

とが大切 

 

●５～１０年という長いスパンでの平

素の何げない関わりを大切にし、階段

を一歩一歩登るという心構えでお付き

合いすることで、強い絆で結ばれてい

く 

（参考）「朔ちゃんの防災日記」http://kawanishiiwasaki.ashita-sanuki.jp/ 
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分 野 地域情報化 訪問日 平成 23年 1月 7日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 
地域のよいところや地域住民の能力を活かせる環境をつくることを考えることが

できる人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

調布市民 

 

連携先： 

大学、 

地元企業、 

行政 

地元に密着した情報提供 

地元の話題をラジオやテレビを通して

地元民に提供。また、それらと並行して、

タウン誌、インターネットサイト等、他の

メディアでも情報発信を行い、地域情報

化・活性化を目指す 

①「調布わくわくステーション」（調布 FM） 

 地元で様々な活動をしているゲストに

インタビューを行うラジオ番組を週 1 回

15 分間放送。 

●地域に密着した情報をきめ細やかに提

供することで、「ここに住んで良かった」

と思える町にすることが目標 

 

●旧住民の伝統的な取組等を紹介する

と、新住民がそれに感銘を受け、それを

知った旧住民に誇りが生まれるというよ

うに、それまで関係の薄かった住民の間

につながりが生まれる契機となる 

 

氏 名 大野 三紀子（おおの みきこ）、長友 眞理子（ながとも まりこ） 

所属・役職 調布市民放送局 代表（大野氏）、事務局長（長友氏） 

活 動 

●地域で様々な活動を行う市民に取材し、ラジオ、テレビを通じて情報発信を行う 

●より多くの市民に情報を届けるために、放送した番組のインターネット配信や紙媒体

での情報発信にも活動を広げている 

取組の 

契機 

●調布市地域情報化基本計画策定委員会 WGのメンバーが、IT技術の難しい議論だけで

なく、顔が見えて情報が行き交うのも地域情報化ではないか、人と人とをつなぐ情報化

の実践として、自分たちの手で自分たちの住む調布の良さや情報を発信してみようと考

え、同 WGに参加していた調布 FMのスタッフの協力を得て、コミュニティ FMを開始 

●コミュニティ FM の番組の中で、映像があればもっとよく理解頂けるだろうと考える

ことがあり、地域情報を伝えるテレビ番組を製作する調布市民放送局立ち上げに至った 

活動の 

ポイント 

●コミュニティの基本は、顔の見える人間関係 

→ラジオやテレビという媒体を通しても、究極的にはこの関係へつなげることのでき

るような情報提供を行うことで、住民同士のつながりを回復させたい。また、顔の見え

るつながりの大切さを若い人達にも伝えていきたい 

●情報を扱うので、地元民との信頼関係は不可欠 

 →情報を扱うルールや会計事務等については特に厳しく取り扱い、新しいことに挑戦

する場合も、慎重に議論する 

●真の意味での「公共放送」を実現するため、企業や行政から丸抱えの支援は

受けない 

→NPO法人化しても、スポンサーは取らず、放送以外の分野で資金を得られる事業

を行うことを検討している 
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ゲストは肩書きを持った有名人だけで

なく、ボランティアサークルや市民活動、

趣味や仕事に打ち込む「普通の」市民が中

心。出演者の紹介で次々に人の輪が広が

り、「サポータークラブ」として登録され

ている。 
②調布 CATCH（ケーブルテレビ） 

 地域のサークル活動やボランティア活

動の現場へ赴き、活動する人に取材したテ

レビ番組を月 2 回放映。 

●コミュニティの基本は、顔の見える人

間関係。ラジオやテレビという媒体を通

しても、究極的にはこの関係へつなげる

ことのできるような情報提供を行うこと

で、住民同士のつながりを回復させたい 

 

●活動を継続することで、人と人との顔

の見えるつながりの大切さを若い人達に

も伝えていきたい 

２ 対象： 

団体ﾒﾝﾊﾞｰ 

（調布市民） 

 

連携先： 

大学、 

地元企業、 

行政 

団体の運営 

①技術の習得 

調布では映像産業が盛んなこともあり、

番組を製作するための技術は、主に地元の

映像関連企業から指導・協力を得ている。 

②人材の確保・育成 

メンバーが仕事や家庭と両立させなが

ら、安定的に番組を製作するためには、あ

る程度の人数が必要。したがって、新しい

メンバーに技術等を教える体制の整備が

急務。マンツーマンで教えることは不可欠

だが、基本的な知識を偏りや漏れがなく教

えるためにはマニュアルも必要なので、現

在作成中。 

③資金の獲得 

これまで会員の会費と寄付金を財源と

してきた。番組は、行政や企業の営利活動

から中立を保ちたいと考えているので、ス

ポンサーを取ることはしない。CATV にも

無償で提供し、制作料は取らない。 

④NPO法人化（H23.1） 

これまで任意団体として活動を行って

きたが、寄付の受領や契約締結に不便のな

いように、また、活動を継続していけるよ

うに NPO 法人化することとなった。 

今後も中立的な放送を続けるために、ス

ポンサーは取らず、放送以外の分野で資金

を得られる事業を行うことを検討中。 

●メンバーにつながりのある人や活動に

賛同した地元民が技術指導等を通じて活

動に協力してくれる。非営利活動である

からこそ様々な方面から支援を得られる 

 

●情報を扱うので、地元民との信頼関係

は不可欠。そのためにも、情報を扱うル

ールや会計事務等については特に厳しく

取り扱い、新しいことに挑戦する場合も、

慎重に議論する 

 

●真の意味での「公共放送」を実現する

ため、企業や行政から丸抱えの支援は受

けない 

 

●「ボランティア」というのは必ずしも

責任が軽いわけではない。責任は自分自

身に返ってくる 

 

●やりたいことはたくさんある。夢は大

きくふくらませて、優先順位をつけて少

しずつ着実に実現していきたい 

 

●活動を通して、一番育成されているの

は自分自身。活動が、メンバーにとって

の生き甲斐であること、喜びが分かち合

えることが重要 

（参考）「調布市民放送局」http://www.chofu-catch.tv/ 
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分 野 観光交流・人材育成（社会人） 訪問日 平成 22年 11月 26日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 地域活動の各主体の価値を知り、各主体をつなぐことができる人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

行政、 

農家、 

青年協会、 

森林組合、 

商店等の 

地域の 

様々な 

主体 

地域活動の各主体をコーディネーショ

ン 

 各主体をつなぎ、各主体の価値（強み）

を組合せ、それぞれの目標を達成できるよ

うな事業を企画・実践。 
 価値の組合せを実現するためには、まず

各主体の価値を評価できることが重要。 
 
 Ex)ふるさと体験農園 

 行政、農家、青年協会、森林組合、

商店、野鳥の会の連携事業。小学生が

農家の畑を使って野菜を育て、収穫し

た野菜をショッピングセンターで販売

し、収益をユニセフに募金する。 

 

●連携を継続・発展させるためには、 

①手柄は相手に与え、失敗したことは自

分が受け取る 

②一部の団体に過度の負担をかけない 

③連携する主体のそれぞれの目標を達成

させる 

④時々ガス抜きをする 

⑤連携する主体のプライドを傷つけない 

ことが重要 

 

●これまで地域活動の価値に対しては、

金銭評価が主であったが、お金に換算で

きない価値を地域で客観的に評価するこ

とが重要 

氏 名 大湯 章吉 （おおゆ あきよし） 

所属・役職 能登乃國ゆするぎ塾 塾長 

活 動 

●地域をおもしろくするために、それぞれの個人や団体、企業、行政等地域の中にいる

人たちをつなぎ、コラボレーションさせるコーディネーションを行う 

●石川地域づくり協会と協働して、石川地域づくり塾を開催。比較的若い実践家を対象

に、少数精鋭で理論・実践・ネットワーク・交流を通じた地域リーダーの育成を行う 

取組の 

契機 

●地域には様々な地域活動団体があるが、それぞれの団体がばらばらに活動しているだ

けでは、自己満足・自己完結に終わってしまい、地域づくりの豊かさは半減してしまう 

●地域の各主体をつなぐことで、地域をより面白くする新たな活動を生み出すと同時

に、そのようなコーディネーションができる人材を育成することが必要 

活動の 

ポイント 

●手柄は相手に与え、失敗したことは自分が受け取ることが連携の成功の秘訣 

→相手に手柄を与えることで、連携は継続・発展する 

●リーダーは、常時、3つ以上のプロジェクトに並行して取り組むべき 

 →一つの活動に没頭しないことで、様々なアイディアが生まれる、常に中立でいられ

るストレスを溜めずに済む等のメリット 

●人材が交流する場には、お土産（有益な情報等）とサプライズ（意見を出し

合う手法等）を用意する 

→そのためには、参加者が求めるもののイメージを持っておく 
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２ 対象： 

石川地域づ

くり協会加

盟団体のリ

ーダーや担

い手で比較

的年齢が若

い人 

 

連携先： 

行政、 

全国の地

域活動団

体 

地域づくり人材の育成 

 石川地域づくり協会が主催する地域

づくりリーダー養成講座を企画・運営。 
地域づくり団体の比較的若い実践家

を対象に、少数精鋭で理論・実践・ネッ

トワーク・交流をつうじた人材育成行

う。 
短期集中のプログラムによって組織

のリーダーが養成され、その人たちが長

期の実践・経験を経て、地域をまとめる

「地域リーダー」となり、ひいては地域

内外の各主体同士を結びつける「協働コ

ーディネーター」となる 
 

＜プログラム＞ 
①講座受講の成果目標（ねらい）を設定 
②座学（ワークショップ） 
③交流・ネットワークづくり 
地域づくりコーディネーター研修、地域

づくり団体全国研修交流会に参加。参加者

が主体的に交流会等に望めるような「仕掛

け」・サプライズ（紙ベースツイッター等）

を用意。 
④OJT 
石川地域づくり円陣に参加し、運営段階

から関わりながら役割を体験する 
⑤先進地視察（やねだん、ひまわり亭） 
⑥OJT 
現場の活動に参加 

⑦成果報告会・報告書提出 
成果目標に照らし、自身の変化を、気づ

き含め自己評価 
 
 

●リーダーには、観察・洞察力、調査分

析力、全体を見渡す目、直観力、判断力、

整理力、スタッフの能力を見抜きその気

にさせる力、対話・説明力、イメージ力、

臨機応変力等の幅広い能力とプラス思

考、覚悟を持つ、人を愉快にさせる等の

人間性が必要だが、全てを一人の人間が

兼ね備えるのは大変。一人でできない場

合は複数リーダー制を取ることも必要 

 

●リーダー力をアップさせるためには、

アイディアを思いついたらすぐに書き留

め、企画書を作成したらいったん全て白

紙に戻し、再構築する習慣をつけること

が重要 

 

●リーダーは、常時、3 つ以上のプロジ

ェクトに並行して取り組むべき。一つの

活動に没頭しないことで、様々なアイデ

ィアが生まれる、常に中立でいられる、

ストレスを溜めずに済む等のメリットが

ある 

 

●人材が交流する場に人を集めるために

は、参加者が、役に立ちそう、楽しそう、

自分とよく似た人たちが集まりそう、と

思える場にすることが重要。ただし、企

画の成果は参加人数以外のものにする 

 

●交流の場には、お土産（有益な情報

等）・サプライズ（意見を出し合う手法等）

を用意する。そのためには、参加者が求

めるもののイメージを持っておく 

 

●交流の場の参加者は、目的意識を持っ

て臨むことが重要 

 

●小規模市町村では、地域活性化人材と

しての行政職員の役割は大きい 

（参考）「さわやか情報ネット」http://web3.incl.ne.jp/auiyoshi/ 
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分 野 人材育成（小中学生、教員） 訪問日 平成 22年 10月 20日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 
●感動を伝えることのできる人材 

●若い感覚やチャレンジ精神を持った人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

教師を目

指す大学

生、教師 

 

連携先： 

企業、 

大学、 

行政 

理科指導法セミナー 

  観察実験を少人数で実習．教科書にあ

る実験を成功させるコツ、教科書よりわ

かりやすい実験教材の作り方や使い方

を指導するセミナーを企業と連携して

実施するほか、大学の授業、教育委員会

の主催する研修等でも実施 

   

●生徒に感動を伝えることのできる教師

を育成するためには、まずは教師を感動

させることが重要 

 

●義務感で参加した人でも、まず感動を

与え、実践させ、成功体験を積ませるこ

とで、やる気を引き出すことができる 

氏 名 小森 栄治 （こもり えいじ） 

所属・役職 日本理科教育支援センター 理科教育コンサルタント 

活 動 

●「理科は感動だ」をモットーに、理科好きの子どもを育てるための活動を実施。セミ

ナー等を通して理科好きの子どもを育てることのできる教師を育成 

●学校を拠点として地域住民と児童・生徒が交流し、共に成長できる活動（星空観察会、

学校ビオトープ等）を実施 

取組の 

契機 

●理科を好きにするのも嫌いにするのも教師次第。テレビ番組やイベントで理科好きを

増やす取組をする人もいるが、イベント等で興味を持っても学校の授業がつまらなけれ

ば意味がない。学校の授業でこそ理科好きを育てるべき 

●子ども達が周りの大人達とふれあう機会が減少している中で、学校を拠点としてその

ような機会が創出できないか 

活動の 

ポイント 

●もともとやる気のなかった人でも「感動→実践→成功体験」というプロセス

を経れば、自主的な活動につながる 

→やる気のない人のモチベーションを上げるにはまず感動することが必要。感動を自

主的な活動につなげるためには、成功体験を積むことが重要 

●学校と地域が連携して地域づくりを行うためには、物的拠点（学校）と人的

拠点（頻繁に交代しない人・組織）のが必要 

 →人的拠点は、地元住民を中心に組織作りしておかないと活動が継続しにくい 

●役割と責任を与えることで、後継者は育成される 

→一緒に活動していく中で、少しずつ仕事を任せて行けば次第に力はついてくる。場

数を踏ませることが重要。 
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２ 対象： 

小中学生、 

地元住民 

 

連携先： 

学校、 

企業、 

行政 

地域と学校との連携 

 ①「MINAMI サポート隊」 
 もともと地域の人材リストを教師間で

引き継いでいたものが「MINAMI サポー

ト隊」（ボランティア）として組織化され

た。核になっているのは異動の激しい教師

ではなく、その地域に居住する学校の事務

職員。隊員は、学習補助や体験講座の実施、

ビオトープの管理、施設の修繕・整備、あ

いさつ運動等を実施 
 ②学校開放講座の運営 

以前から地域住民と児童・生徒が学校を

通して交流し、共に成長できる活動（星空

観察会等）を実施していたものを、市が学

校開放講座に指定して支援してくれるよ

うになった（謝金、市で広報）。地域の天

文同好会や天文ショップの協力も得てい

る 

●学校と地域が連携して地域づくりを行

うためには、学校と地域が連携していく

には、物的拠点（学校）と人的拠点（頻

繁に交代しない人・組織）のが必要 

 

●人的拠点は、地元住民を中心に組織作

りしておかないと活動が継続しにくい 

 

●様々な地元住民が関われるように、

様々なサポートメニューを用意 

 

●学校関係者以外の地域の方々が学校を

中心にして連携・交流 

３ 対象： 

教師 

後継者の育成 

一緒に活動していく中で、少しずつ仕事

を任せて行けば次第に力はついてくる。場

数を踏ませることが重要。 

●役割と責任を与えることで、後継者は

育成される 

 

（参考）「小森理科教室」http://homepage3.nifty.com/e-komori/ 

    「日本理科教育センター」http://tes.starclick.ne.jp/nrs.htm    
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分 野 人材育成(社会人) 訪問日 平成 22年 11月 30日 

 

人材力活性化の取組内容 

地域像 「ラーニング・シティ」（一人ひとりの知識が引き出され、考え、学び合う地域） 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

富山県民 

県外住民 

 

連携先： 

県、 

市町村、 

公民館、 

企業、 

大学 

富山インターネット市民塾 

ネット上に、市民が企画・運営する講座・

サークルを、いつでも、どこからでも開ける

よう、ICT を活用したﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを提供 
①市民講師の発掘・育成 
多くの市民が参加できるよう、市民講師養

成コースの開催や市民が講座を自立的に運

営できるシステムを提供 
②地域版ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｵﾌﾞ･ﾌﾟﾗｸﾃｨｽ※のためのオン

／オフ併用システム 

●ICTを活用することで、特に子育て・働

き盛りの世代の参加を促す 

 

●市民講師の発掘・育成はローテクによ

る地道な活動だが、人材育成の根っこ 

 

●教えることは最高の学び。学ぶことが

地域参加であり、学びを生かして地域づ

くりに参加できる 

 

氏 名 柵 富雄 （さく とみお） 

所属･役職 富山インターネット市民塾推進協議会 事務局長 

活 動 

●ICT を活用して地域の人材育成と地域活動を活性化するインターネット市民塾（以下、

「市民塾」）を推進。市民の知識交流を契機としたコミュニティ形成と活動を活性化させ

ることで、地域づくりへの市民参加、地域人材化を促進する 

●各地の市民塾の運営者、地域情報化研究者、教育研究者ほかと NPO 法人を設立し、市民

塾のネットワークを形成し、共同研究や地域間交流を進めている。また、新たに設立を目

指す地域への支援も積極的に行っている 

取組の 

契機 

●情報システムが出来ても運営がついていかず、無駄な投資になっている例を目にし、地

域社会で支えられるだけの意義があり、継続的に利用される仕組みの必要性を感じた 

●薬売りや北前船の影響から、富山県では江戸時代から人や情報の交流が盛んで全国的な

ﾈｯﾄﾜｰｸがあり、生涯教育の伝統もあったため、ICTを使って情報や知を各家庭に直接届け

る「知の置き薬」、「先用後利」が実現できないかと考えた 

●厳しい時代においては、与えられた政策や財源・資源を消費するだけではなく、市民の

叡智を集めソーシャルキャピタル化して強くなっていく必要がある。そのための市民の知

識交流、知の還流を興すプラットフォームとして、市民塾を構想 

活動の 

ポイント 

●市民の学びへ覚醒を促し、知識発信・知の還流に参加する市民を掘り起こすた

めの「市民講師」発掘・育成 

→生活の場から受講者と講師が、経験、ノウハウを引き出し合い、学び合う、「知の足

し算」が生まれ、地域活動につながる 

●ICT を活用することで、特に子育て・働き盛りの世代の参加を促進 

→学びを生かす場作りと子育てや働きながら社会活動ができるよう、ＩＣＴを生かした

地域サービスの開拓（青少年のキャリア教育支援、再チャレンジ支援、高齢者支援など） 

●他地域と交流を行い、互いの活動の知ることが刺激となって、それぞれの活動

が継続・発展 

→ICTを活用して、現場の生の声を交換することで活動が活発化する 
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学校教育等の「上からの教育」は、三人称

で語られるマスメディア的なものであるの

に対し、市民塾のような「下からの教育」は、

その人しか知らないことや身近で普遍性の

ないことが一人称で語られるﾊﾟｰｿﾅﾙﾒﾃﾞｨｱ的

なもので、誰でも主役になれる。特に、ふる

さと教育においては、市民塾のような「下か

らの教育」が欠かせない。 
知識交流によって顕在化した地域人材に

より、まちづくり活動、防災ｺﾐｭﾆﾃｨ活動、若

者自立支援活動、雇用創出活動など、さまざ

まなテーマで地域づくり活動が生れている 
※ある分野における知識の習得や研さん、あるいは知識

を生み出すといった活動のために、持続的な相互交流

を行っている人々の集団のこと 

③公民館との連携 
一部の地域住民しか参加しない等の問題

を抱え、事業展開を模索している公民館と連

携していきたい。公民館の情報発信力を強化

するため、身近な資源に着目しＩＣＴを活用

してコンテンツを作っている市民塾講師な

どの地域住民に着目する必要がある 

●受講者と講師が、経験、ノウハウを引

き出し合い、学び合う、「知の足し算」が

生まれ、これらのﾌｪｲｽﾂｰﾌｪｲｽの知識交流

によって顕在化した地域人材により、

様々な地域づくり活動が生れている 

 

●市民塾は、地域版「ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｵﾌﾞ･ﾌﾟﾗｸﾃｨ

ｽ」をおこすﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

 

●参加者が多いほど良いという「最大公

約数的」地域づくりではなく、テーマと

解決策を共有する少人数による、身近な

活動への取組を多数育てる。また、特別

なことを行う特定の人材を育てるより、

誰にでもできることに多くの市民が（働

きながら）参加できることも大切にする

（ｅメンター、シルバー情報サポータの

育成等） 

 

●産学官協働の推進協議会による人材教

育の地域共同体づくり 

２ 対象： 

富山県内

の独居高

齢者、 

市民塾の参

加者 

 

連携： 

行政 

情報バリアフリーで高齢者を元気にする

富山シルバー情報サポータ活動事業 

（総務省 22 年度 ICT ふるさと元気事業） 
地域人材をテレワークなどによりシルバ

ー情報サポータとして活用。 
具体的には、市民塾の参加者が県内の独居

高齢者のツイッターをフォロー。高齢者が

「自分は主役である」という感覚を持ちなが

ら、社会とのつながりを形成することを支

援。ひいては、高齢者がふるさと教育等の講

師になることを目指す 

●学びを生かす場作りと子育てや働きな

がら社会活動ができるよう、ＩＣＴを生

かした地域サービスの開拓（青少年のキ

ャリア教育支援、再チャレンジ支援、高

齢者支援など） 

 

●高齢者が社会とのつながりを形成し、

ICT 活用に関心を持つとともに、地域に目

を向けるようになり、ひいては子ども達

に豊富な経験を語るふるさと講師として

活躍することを目指す 

３ 対象： 

各地の市民

塾運営者、 

地域情報化

研究者、 

教育研究者 

地域学習プラットフォーム研究会 

市民塾は、和歌山、高知、徳島など各地に

広がっている動きを受け、平成 20 年に NPO
法人を設立。市民塾のﾈｯﾄﾜｰｸを形成し、共同

研究や地域間交流を進めながら、新たに設立

を目指す地域への支援を行う。また、ｺﾝﾋﾟｭｰ

ﾃｨﾝｸﾞのクラウド化とともに、人材・知識財

のクラウド化も検討中 

●他地域と交流を行い、互いの活動を知

ることが刺激となって、それぞれの活動

が継続・発展していく 

 

●今後は、地域へのアウトカムの評価（参

加者人数ではなく）について検討してい

く必要がある 

 

（参考）「富山インターネット市民塾」http://toyama.shiminjuku.com/ 

    「NPO法人地域学習プラットフォーム研究会」http://shiminjuku.org/ 
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分 野 人材育成、まちづくり 訪問日 平成 22年 11月 25日 

 

 

 

氏 名 下川 尚彦 （しもがわ なおひこ） 

所属・役職 筑後市協働推進部地域支援課 係長  

活 動 

●自治体による住民サービスの充実と生活様式の多様化により、住民の互助組織が希薄

さを増したこと、また、少子高齢化により地域を支える人材も確保が困難な状況となっ

たことにより、コミュニティの希薄化・少子化が叫ばれている。 

そこで、筑後市では、「地域のきずな」をみなおし、地域を活性化させる方法として地

域自治のみなおしを図るべく、『みんなで話し合い、協力し助け合い、安全で安心な地

域づくりをめざして』をスローガンに、校区コミュニティ構想を立ち上げる。 

●スローガンの達成に向けて、行政職員も地域住民として地域活動に積極的に関わり、

知恵を出し合うことで、地域の一員として活動することが重要となる。そのため、地域

住民との信頼関係の構築を図る必要がある。 

●校区を単位とすることで、 

①将来的地域活動の継続と活性化（豊富な人材・財政の確保） 

②市学校を核とした連携強化（生活環境が近い、歩いて通える範囲、顔の見える範囲） 

③新たなコミュニティ組織の確立（ＰＴＡ・老人クラブ・安全安心などを含めること

で、すべての住民を取り込む） 

を図る。 

 

取組の 

契機 

●コミュニティの希薄化・少子化問題への対応策として、コミュニティの基礎体力の向

上を図り、自立できるコミュニティの構築を図る 

 

活動の 

ポイント 

●地域住民と信頼関係を築くには、頼まれたことを先ずは引き受けることが大

切 

→頼まれたことに、先ずは「はい」と対応 

●自らが率先して地域住民として動き、その背中を他の職員に見せることでフ

ォロワーを作り出す 

 →公私を区分している職員は、業務ではなく地域住民として地域活動に参加することに

抵抗があるため、自らが率先して地域住民としての活動をし、啓蒙を図る。その際、

恰好つけて無理をしないことがポイント。 

●人（リーダー）を見つける手段を活かす 

→人材を発掘できる立場（PTA 副会長などのトップを支えるポジション）にいかに身

を置くかがポイント 
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人材力活性化の取組内容 

人材像 地域住民と信頼関係を構築し、業務ではなく地域住民として活動する行政職員 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

行政職員 

 

連携先： 

地域住民 

 

 

地域住民との信頼関係の構築 

 公務員に対する住民の見方（公務員は

解雇されないなど）が厳しい社会情勢の

中、公私を区分している職員が多いのが、

行政職員が地域に入り込めない主な理

由。 

地域住民との信頼関係の構築には、住

民からの依頼・誘いに対して積極的に対

応することが重要。誘った側は職員が参

加することで喜びを感じ、それが絆へと

繋がる。 

 

●地域づくりには、地域住民との信頼関

係の構築なくして達成できない 

 

●地域住民からの依頼・誘いには先ず引

き受けることがポイント 

 

●地域住民との日頃の付き合いが信頼

関係の構築に繋がる 

行政職員の地域住民としての意識の醸成 

 業務ではなく、地域住民として地域活

動に参加しない限り、地域住民からは「業

務でボランティアに来ている」としか見

てもらえず、地域を巻き込んだ事業の進

展は期待できない。 

そこで、自らが率先して地域住民とし

て動き、その背中を他の職員に見せるこ

とで行政職員の地域住民としての意識の

醸成を図るとともに、地域住民の理解の

獲得を図る。 

 

●地域活性化、地域づくりのためには、

職員自らが体を動かさなければ地域は

付いてこない 

 

●自らが手本となって示すことが、フォ

ロワーを生み出す効果的な手段 

２ 対象： 

行政職員 

 

連携先： 

地域住民 

人（リーダー）を見つける手段を活かす 

地域のリーダーを発掘するため、自ら

はＰＴＡの副会長など、トップを補佐す

るポジションに積極的に身を置くこと

で、ＰＴＡ会長などのリーダー候補生及

び地域のリーダーとのコンタクトを取

ることが可能となる。 

 

●人材を発掘できる立場にいかに身を

置くかがポイント 
 
●自ら足を運んで人材を発掘すること

が大切。足を使ってネットワークを作る 

（参考）「筑後市役所」http://www.city.chikugo.fukuoka.jp/ 
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分 野 地域ビジネス 訪問日 平成 23年 2月 9日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 ●同質の集団におけるぬるま湯体質に警告を発する「湯沸かし器」としての異分子 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

主に 

地域住民 

 

 

「小布施ッション」（H13～） 

毎月ゾロ目の日に、養老孟司氏や故立松

和平氏等の信念を持った著名人を招いて

講演と立食による交流会を開く。 
交流会の時間はインキュベーションの

時間なので、終了時刻を決めずに行う。 
人材交流の場であると同時に、「帰る場

●似たもの同士、同じ年齢だけでなく、幅広い

年齢と分野の人が集まる場を作れば、良いアイ

デアが生まれ、地域が元気になる 

 

●何事もリーダーだけで行うことはできない

ので、人材交流の場にもリーダーだけでなく

「手足となる人」が参加することが重要 

氏 名 セーラ・マリ・カミングス （せーら・まり・かみんぐす） 

所属・役職 (株)文化事業部 代表取締役 

活 動 

●日本の文化を地域に継承しながら、「今」ならではの創意を加えるために創設された（株）

文化事業部の代表取締役として、知的交換の場「小布施ッション」を皮切りに「桶仕込み

保存会」、「瓦なくちゃプロジェクト」、「小布施見にマラソン」「1530（イチゴミゼロ）運動」

など、アタマとカラダを使った、数々の斬新な取組を続けている。また、国内外の大学生

や社会人を対象にしたインターンやボランティアを受け入れ、次の世代の育成に取り組む 

取組の 

契機 

●始め交換留学生として来日し、その後、長野オリンピックのボランティアスタッフとし

て活動するために再来日。伝統のある小布施で江戸時代から続く造り酒屋に惹かれ、桝一

市村酒造場（以下、「桝一」）に入社。衰退の危機に瀕していた桝一は、セーラ氏のバイタ

リティや日本人にはない発想が会社を変えてくれることを期待し、文化事業の開拓とその

推進役を任せた 

●当時、桝一はその伝統を経営に生かせないでおり、また社内には新しいことを始めるこ

とに尻込みしてしまう雰囲気があり、顧客本位の経営が十分とはいえなかった。この空気

を変え、地域を巻き込みながら会社を活性化させるため、様々な取組を始める 

活動の 

ポイント 

●組織にはぬるま湯体質に警告を発する「湯沸かし器」が必要 

→「よそ者」は、それまでの人間関係がないだけに思い切ったことを言える強みがある。

仲良くなりすぎると、互いに自分を抑えてしまうので、ある程度の緊張関係があったほう

がいい仕事ができる 

●西洋に「船長はデッキ磨きが一番上手」ということわざがある 

 →周りに協力してほしかったら、まずは自分から動くこと。人がやりたがらない地道な

ことをコツコツやって自分の基盤を固めることで、やがて周りも、その努力を無視できな

くなるので、思い切ったことも言えるようになる 

●人材交流は、立派なホールよりも寺社等の昔から地域の人が集っていた場所で行

う方が良い 

→参加者にとって親しみやすく、「いつでも帰ってこられる場所」を創出し、リーダーだ

けでなく「手足となる人」も参加できるようにすることが重要 
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所」であり続けることが重要であることか

ら、会員制にせず、長い間参加していなく

ても、いつでも参加できるようにしてい

る。また、会場も参加者にとって親しみや

すい場所として、工場の屋根裏を使用 

 

●人材交流は、立派なホールよりも寺社等の昔

から地域の人が集っていた場所で行う方が、参

加者にとって親しみやすく、いつでも「帰って

こられる場所」になりやすい 

２ 対象： 

地 域 住

民 

観光客 

地域住民を巻き込んだイベント 

①「小布施見にマラソン」（H15～） 

 住民が町をきれいにしたり、沿道で果物

を配ったりして「もてなしの心」を持って

ほしいとの思いから始めたミニマラソン。

規模の「ミニ」と、町を「見に」来て、を

かけた名前。提案して３カ月で開催。知り

合いの土建屋とコースを手づくりし、自ら

自治会長２８人を回って同意を求めた。 
②「1530（イチゴミゼロ）運動」（H15～） 

 一年中、いつどこを歩いても快適な町に

していくため、15 日と 30 日に、隣近所や

横丁のゴミを拾い清掃する運動。 
当初は、地域住民から訝しまれていた

が、観光客に認められ、徐々に広がってい

る。 
③農業体験プログラム 
 引きこもり等の問題を抱えた若者に農

業を体験させ、生産活動や食生活の改善等

を通して、社会復帰を図るプログラムを作

る準備を進めている。 

●イベントを続けていくコツは、お金を行政に

頼らないこと。皆が自腹を切ると、「何とか成

功させよう」という気持ちになる。ハードルは

高くせず、住民が好きになるイベントにするの

も必要 

 

●長期的に文化や人材交流を産み出す事業は、

短期的に見れば金銭的に困難でも着手する価

値がある。次世代が夢を持って生きられるよう

にするための苦労は無駄ではない 

 

●西洋に「船長はデッキ磨きが一番上手」とい

うことわざがある。周りに協力してほしかった

ら、まずは自分から動くこと。人がやりたがら

ない地道なことをコツコツやって自分の基盤

を固めることで、やがて周りの人も、その努力

を無視できなくなり、思い切ったことも言える

ようになる 

 

●「よそ者」は、それまでの人間関係がないだ

けに思い切ったことを言える強みがある。仲良

くなりすぎると、互いに自分を抑えてしまうの

で、ある程度の緊張関係があったほうがいい仕

事ができる 

３ 対象： 

大学生、 

社会人 

インターンシップやボランティアの受入 

 次世代の育成のために、インターネット

上に募集広告を出し、国内外から長期で人

を受け入れている。21 年度は、延べ 50
人程度を受け入れた。 

当初はインターンシップのみの受入で

あったが、更新等についてより自由度の高

いボランティアも受け入れることとした。

戦前、酒造会社というのは地域のインキュ

ベータとして機能していたが、近年はその

ような余裕のある会社が少ない。若者を多

く入れることでその機能を回復させたい。 

●ボランティアには、お金を支払わない代わり

に有意義な時間や人脈づくりの機会を提供す

ることが必要 

 

●外国人等の異分子が同質的な集団に入ると

摩擦が起こる。これが改善のチャンス 

 

●外部の人を受け入れることで新たな人脈が

生まれ、関係が続いていく 

（参考）「株式会社 桝一市村酒造場」http://www.masuichi.com/ 
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分 野 農業 訪問日 平成 22年 11月 16日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 

●都市と農村のネットワークを形成するコーディネート人材 

●マネジメントスキルとコミュニティの中で人間関係を構築するスキルをバラン

スよく兼ね備えた人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

地域住民、

都市住民 

 

連携先： 

行政、 

企業 

都市農村交流の実施 

 個人事業として都市農村交流による

地域活性化を行っていたが、個人的なつ

ながりからはじめた異業種交流会にお

いて、地域活性化に関する情報提供と議

論を行う中で、NPO 法人の機運が高ま

り、平成 13 年に「えがおつなげて」を

設立。集落崩壊の危機が迫る「限界集落」

において、都市住民の農業体験等の都市

農村交流を行うことによって、交流人口

を増大させ、地域の活性化を行う 

●人材育成のコミュニティ（異業種交流会

やネットワーク等）で人は育成され、新し

い社会変革の動きが生まれる 

 

●人材の緩やかなネットワークを発展さ

せていくためには、リスクのない程度で事

業（OJT）をしてみるとよい。この事業が

成功すればモデルとなり、波及する 

 

●地域活性化ビジネス成功のポイントは、

マネジメントスキルと、地域住民と「共感」

に基づく人間関係を構築できるスキル 

氏 名 曽根原 久司 （そねはら ひさし） 

所属・役職 特定非営利活動法人 えがおつなげて 代表理事  

活 動 

●集落崩壊の危機が迫る「限界集落」において、都市住民の農業体験等の都市農村交流

を行うことによって、交流人口を増大させ、地域の活性化を行う 

●農村活性化を進めるためには、人材育成が重要であるとの認識から、えがおの学校、

関東ツーリズム大学、えがお大学院等の人材育成事業を実施 

取組の 

契機 

●経済バブルの崩壊を目の当たりにして、日本の経済構造を変革する必要を感じ、農村

資源を有効活用することで、セーフティネットを作りたいと考えた 

● 都市と農村のネットワークを形成するためには、農村地域にもコーディネート人材

が必要と考え、人材育成事業に取り組む 

活動の 

ポイント 

●地域におけるビジネスが成功する要素は、企画の実現性・新規性・社会性・

継続発展性と起業家の意欲・実績・人間性 

→特に「人間性」は、地域で事業を行うためには重要な要素であり、差のつくところ 

●OJT と OFFJT を組み合わせたインターンがもっとも効率的な育成方法 

 →人材育成のコミュニティ（人の集まり）で人は育成される。このような人の集まり

を仕掛けていく必要がある 

●「人材育成＝社会投資」という視点での育成が必要 

→人材は社会のイノベーションの核になる。人材は経済活動やコミュニティの成立を

はじめ、あらゆる社会活動の基盤となる根源的なもの 
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２ 対象： 

地域住民、

都市住民 

 

連携： 

行政 

農村地域のコーディネート人材育成 

 農村活性化を進めるためには、人材

育成が重要であるとの認識から、行政

と連携して人材育成事業を実施 
 
①えがおの学校 
 都市農山村交流マネージメントコー

ディネーターを育成。座学やワークショ

ップを中心としたプログラムで、プラン

ニング力（農村資源と都市ニーズを把握

し、それらを組み合わせたビジネスプラ

ンを構築する力）を養成。最終的に、ビ

ジネスモデルと事業収支計画の完成さ

せることを目指す。地域の農業者、企業

経営者、主婦、フリーター、退職者、学

生等、参加者は様々 
 
②関東ツーリズム大学 
都市農山村交流マネージメントコー

ディネーターを育成。首都圏を中心に１

都 10 県（東京・神奈川・埼玉・山梨・

長野・茨城・栃木・群馬・静岡・新潟・

千葉）の範囲で、さまざまな組織と連携

しながら、「『学び』を目的とした旅」

（OJT）を通じて、その地域（又は他地

域の同様の職種で）雇用される人材を育

成することが目標（現在、参加者の 5 割

弱が目標達成） 
 
③えがお大学院 

既にOJTとOFFJTを通じて力をつけ

てきた人が、実際に起業するためのプロ

グラム。ビジネスプランのプレゼンテー

ションによって参加者を選抜し、WEB
会議や直接訪問により起業を支援 

●スキルを身につけるためには、OJT と

OFFJTを組み合わせたインターンシップが

効果的。OJTと OFFJT の割合は参加者のレ

ベルと時期によって決まる（まずは、OJT

によって経験を積ませ、課題が見えてきた

ところで必要に応じた OFFJT を実施） 

 

●人材を育成するためには、最低でも 3年

は必要（1 年目：様々なことを経験、2 年

目：自ら計画を立てては悩む、3年目：一

定の成果を出す） 

 

●えがお大学院における起業プラン・コン

ペでは、応募者の人間性と意欲、企画の具

体性を評価。具体的には、成功者の分析か

ら見えてきた評価項目（企画の実現性・新

規性・社会性・継続発展性と起業家の意

欲・実績・人間性）で評価 

 

●物事の創生期には体系化された教育の

場というよりは、人の集まりのようなとこ

ろで自然と社会を変革する人材が育つ。そ

のようなところから輩出された人材が面

的な広がりを持ち、システム化されてくる 

 

●人材は社会のイノベーションの核にな

る。社会の 5％が動けば、イノベーション

は起こる。その「社会の 5％」が動く仕掛

け、メカニズムを設計することが求められ

る 

 

●人材は経済活動やコミュニティの成立

をはじめ、あらゆる社会活動の基盤となる

根源的なものなので、「人材育成＝社会投

資」という視点が必要 

 

●イノベーションは 5～10 年のスパンで

起こるものなので、人材育成も単年度では

なく、長期的なスパンで評価する必要 

（参考）「特定非営利活動法人えがおつなげて」http://www.npo-egao.net 
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分 野 自治会活動 訪問日 平成 23年 2月 8日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 ●地域課題を自ら解決することができる住民 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 

 

対象： 

地域住民 

 

連携先： 

行政 

西大崎地域防災体制強化（H19～） 

岩出山の自主防災組織の設立状況は市内

でも低調であったが、行政区長や住民と座談

会などで話し合いを重ね、自主防災組織の立

ち上げ支援を行い，H20 には立ち上がった自

主防災組織を自治協議会の組織として位置 

●これまで地域づくりというと、イベ

ントや行事等を行う地域活性化ばか

りが行われがちであったが、これだけ

では、役員等の一部の住民だけに負担

がかかり、住民全員が参加していると

はいいがたい。人口が減少し、高齢化 

氏 名 高橋 久則 （たかはし ひさのり） 

所属・役職 西大崎地域自治協議会 事務局次長 

活 動 

●西大崎地域自治協議会では、地域の特色を活かした個性的で魅力ある地域づくりのた

めの行動を行うとともに、地域にある身近な課題を住民の意思に基づき自主的に解決し

地域活動に資することを目的とし、自主防災組織の設立・運営や学童保育施設の設置・

運営等を行っている。また、次代の地域づくりへつなげるものとして、住民意識の高揚

と次世代育成を行うために、講演会の実施や地域情報の整理（マップ作成）等も行う 

取組の 

契機 

●旧岩出町では、H3～9に地域づくり懇話会が開催され、この懇談会の提案を受けて、

H8 に 5 地区（小学校区単位）に、生涯学習から福祉・産業振興までサポートする「地

区館」が設置された。高橋氏は、この懇話会の委員であり、その後も西大崎地区館の地

区館運営協議会に関わり、学びによる地域づくりに携わっていた。 

●大崎市では、H18の合併が広範な地域に渡るものであったため、地域自治組織を導入。

旧岩出町地区では、地区館運営協議会が中心となって組織のあり方について検討を行っ

たが、従来の組織の名前を変えるだけでは、地域活動が停滞してしまうだけと判断。新

たな組織として地域自治協議会を立ち上げた。 

活動の 

ポイント 

●暮らしを重視する視点から、住民が主体となって生活上の様々な課題を解決

していくような地域づくりが重要 

→これまで地域づくりというと、イベントや行事等を行う地域活性化ばかりが行われ

がちであったが、これだけでは、役員等の一部の住民だけに負担がかかり、住民全員が

参加しているとはいいがたい。地域課題を住民自ら解決することが重要 

●地域デビューは、子どもが小学校に入学したとき 

 →かつては青年会、婦人会、JA 青年・婦人部等、若いうちから地域活動に関わる機

会があったが、近年では、PTA 活動が地域活動へ参加する登竜門 

●「感動の地域づくり」を次世代に背中で見せる 

→命令されてではなく、実践の場において自ら感動をもって動くことを大切にし、活

動を次世代に継承していく 
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  づけて，市の交付金を活用しながら組織強化

を進めていた。 

そのような中、H20．6 に｢岩手・宮城内陸

地震｣が発生し、岩出山でも大きな被害が出

た。自主的に安否確認を行った地域もあった

が，西大崎ではマニュアルや体制が整備され

ておらず，具体的な活動をすることができな

かった。この経験から，地域の中で｢まずや

るべきことは全戸の安否確認である｣という

声が高まり，H21.1 に地域内を対象とした防

災訓練を実施。このことで地域自治組織や自

主防災組織の必要性などが認知され，活動が

西大崎の住民の連帯感の醸成や暮らしへの

安心感の創出に繋がっている 

する地域では、暮らしを重視する視点

から、生活上の様々な課題を解決して

いくような地域づくりが重要 

 

●行政区長や親交会と連携して住民

一人一人の声を地域づくりに反映さ

せるように活動を進めている 

 

●具体的なルールを作らずに役割を

決めても不十分 

 

●地域のみんなで「自治とは何か」を

考えながら活動する 

２ 対象： 

地域住民 

 

連携先： 

行政 

地域の人材育成 

 西大崎地域の発展のため、地域をリードす

るリーダーや新しい時代を切り開くアイデ

アを提供出来る人材を育成する。 
①各種研修会や講演会の実施（H19～） 

地域自治リーダー視察研修会（H19～）地域

づくり講演会「行政に頼らない地域づくり」の 

開催（H19）を通じて、学びと実践の場を創出 

②西大崎地域活性化ベースづくり 

 住民に「気づき」を与え、次の地域づくりへ

つなげるために、住民意識の高揚（地域づくり）

と地域情報の整理（マップ作成）に取組む 

③西大崎地域学童保育運営委員会の設置及び

事業の開設（H20～) 

H20 の PTA 総会において、学童保育施設の開

設について、運営は PTAが行うので地域協議会

が設置者になって欲しいと要望があがった。 

地域協議会は、共働きの保護者への支援がな

ければ児童数が減少し、小学校統合にもなりか

ねないことは、PTA だけの課題ではなく、地域

全体の課題と認識。PTA に「手も出すが口も出

す」として地域の子どもは地域が育てることを

伝え、学童保育へ取り組むこととし、H21.4 に

学童保育施設を開設した。 

●かつては青年会、婦人会、JA青年・

婦人部等、若いうちから地域活動に関

わる機会があったが、近年では、地域

デビューは、子どもが小学校に入学し

たとき。PTA活動が地域活動へ参加す

る登竜門 

 

●「感動の地域づくり」を次世代に背

中で見せる。命令されてではなく、自

ら感動をもって動くことを大切にし、

活動を次世代に継承していく 

 

●地域づくりは，そこに住む人々が誇

りをもって生きることが出来るよう

にすることが大切。地域の人々が知恵

を出し合って、いきいきと光り輝き、

地域を舞台に活動出来ることを目指

すべき 

 

●話し合いを中心に地道に取り組み、

繰り返しによって高めていく 

 

●地域課題を住民自ら解決すること

が重要 
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分 野 地域医療 訪問日 平成 22年 11月 12日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 ●「こういうコミュニティを作りたい」という強い思いを持っている人材 

●地域に出かけ、地域の実情をよく知ろうとする人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

地域住民、 

介護関係者、 

医療関係者、 

行政 

 

地域医療を支えるネットワーク 

 居宅介護を支援するため、地域の医療を

軸とした包括ケアのシステムを構築。医

師、保健師、看護師、介護福祉士といった

医療・介護関係者だけでなく、家族や地域

住民を含めて、町全体をホスピタルととら

えた仕組みを作り上げている。 
①ケース検討会 

病状が落ち着いた入院患者の在宅復帰

を準備する。毎週、主治医、看護師、介護

担当職員、福祉法人のヘルパーら約２５人

が参加。患者の状態を踏まえ、退院後の支

●地域作りのためには、核になる組織が

必要 

 

●核になる組織の人が、現場に出て地域

の実情をよく知り、システムを作り、そ

れを継続的に運用していけば、地域が次

第に力をつけてくる 

 

●核になる組織には「こういうコミュニ

ティを作りたい」という強い思いを持っ

ている人材が必要 

 

氏 名 高見 徹 （たかみ とおる） 

所属・役職 日南町国民健康保険 日南病院  院長 

活 動 

●「町は大きなホスピタル。町の道路は病院の廊下、各家庭は病院のベッド。」という

理念の下、医師、保健師、看護師、介護福祉士等の医療・介護関係者だけでなく、家族

や地域住民も連携して、医療を軸とした包括ケアのシステムを構築  

●生活自立障害を持っても安心して地域で生活できるコミュニティづくりを目指す 

取組の 

契機 

●常勤医不足に不安を感じ、町外の病院に通う住民も多かった。５０床のベッドを、自

宅療養が難しい長期入院患者が占めていたことから、家でも療養できる環境が必要 

●町内は広く、病院まで遠い人もいる。寝たきりの高齢者ら、病院に来られない人が多

いことから、在宅ケアを行うためには、往診の充実が最重要課題 

活動の 

ポイント 

●地域作りのためには、核になる組織と強い思いを持っている人材が必要 

 →核になる組織の人が現場に出て、地域の実情をよく知り、システムを作り、それを

継続的に運用していけば、地域が次第に力をつけてくる 

●日南町でできることは、東京のど真ん中でもできる 

 →顔が見える範囲であれば都会でもコミュニティはできる。目に見える成果が出て喜

び合えるようなテーマを設定し、一度コミュニティができあがれば、他の課題にも取り

組むことができる 

●コミュニティの良さも悪さも知っている世代を地域作りに活用 

 →地域医療は病院だけではできない。コミュニティの中で育った経験からコミュニテ

ィとは何かを知っている世代と連携して、医療を軸としたコミュニティ再生に取り組む 
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援について意見交換。1 時間で約 30 人の

情報をやりとりするが、全ての参加者が全

ての患者の様子を把握している。介護の方

法を家族に教えることもある。 

●死ぬ気で頑張る人材が 1 割核にいれ

ば、残りの 9 割は、最初は不平不満をも

っていてもついてくる 

 

●情報を共有し合いながら、行政トップ

と同じ方向を向いていることが重要 

 

●コミュニティの良さも悪さも知ってい

る最後の世代ともいえる団塊の世代が退

職した今こそコミュニティ再生の最後の

チャンス。団塊の世代は地域住民の代表

としてもっと力を尽くすべき 

 

●住民・行政・医療介護関係者が相互に

理解し合いながら、それぞれの立場で同

じ方向を向いて頑張ることが重要 

  ②行政トップとの意見交換会（1999～） 
毎月、町長、副町長、福祉保健課長、総

務部長と病院関係者が集まり、病院の話だ

けでなく、教育や農業、財政等町の将来の

こと全般について、30～60 分話し合う。 
③住民・行政・医療介護のスクラム 

地域医療はあくまで住民が主体だが、そ

のためには医療介護の組織がその核とな

り、行政が一定の権限をそこに付与する必

要がある。コミュニティの中で育った団塊

の世代以上の人が住民の代表としてコミ

ュニティ再生に取り組む必要がある。日南

町でも、食生活改善委員や民生委員の住民

が地域をよく把握し、情報ネットワークの

一部を担う 

２ 対象： 

介護関係者、 

医療関係者 

 

連携先： 

 行政 

地域医療人材の育成 

 日南町は、30 年後の日本の姿。日南町

の経験を無駄にしないように、そのノウハ

ウや知識を多くの人に伝え、地域医療人材

を育成 
 ①西部ケア研究会（米子市と協働） 
 医療、介護に関わるあらゆる職種を集

め、それぞれが経験した困難を報告し合い

解決方法を話し合う情報交換の場 
 ②研修医の受入 
 「地域医療＝過疎地の医療」というイメ

ージをたたき壊し、将来の都市の医療であ

るということを教え込む。医学生は、はじ

めは人を救いたいという使命感を持って

医学を志しているが、病気について学ぶう

ちに、「病気ではなく人を診ること」を忘

れがちなので、現場を見せてそれを認識さ

せる 

●顔が見える範囲であれば都会でもコミ

ュニティはできる。目に見える成果が出

て喜び合えるようなテーマを設定し、一

度コミュニティができあがれば、他の課

題にも取り組むことができる。 

 

●過疎地から都市部に情報発信を行うこ

とは難しいので、マスコミを使うのが効

果的 

 

●都会の人はコミュニティの高齢化に危

機感が薄いため、同じ都市部でモデル地

域を作り、実態を見せることが必要 

（参考）「国保日南病院」http://nichinan-hospital.jp/index.html  
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分 野 人材育成（大学生） 訪問日 平成 22年 10月 12日 

氏 名 武田 直樹 （たけだ なおき） 

所属・役職 筑波学院大学 社会力コーディネーター 

活 動 

●筑波学院大学ＯＣＰの実施に当たり、学生の興味や関心に応じた社会参加活動を行う

ことのできる最適な受入団体（ＮＰＯ、企業、行政、教育機関、財団法人、他）との橋

渡し役として、以下の役割を担っている 

①学生の興味や関心を把握し、受入団体の発掘・調整を行い、両者のマッチングを行う 

②学生がＯＣＰの意義を理解し、活動に対してより高い動機付けを図るために、学生に

対するオリエンテーションやガイダンスを計画し、実施する 

③学生の活動に対するモニタリングを行い、必要に応じて、アドバイスやフォローアッ

プ、受入団体との調整を行う 

④教育プログラムとしてのＯＣＰをより良いものにするために、改善に向け提言する 

⑤学生の活動状況をクラス担任・担当教員や担当職員と共有し、調整を行う 

⑥ＯＣＰおよび関連するイベント・活動の広報・宣伝活動を行う 

⑦ＯＣＰ学生スタッフに情報提供やアドバイスを行い、活動を支援する 

⑧外部の団体に対して、大学と地域連携の相談窓口となる 

 

※ＯＣＰ（オフ・キャンパス･プログラム）…１年生から３年生までの学生全員が３年間に亘り、

「つくば市をキャンパス」にしながら、一人の市民として様々な社会活動に参加することで、

社会の仕組みを実感し、幅広い人間関係を築くことをねらいに取り組んでいる実践プログラム 

取組の 

契機 

●学生の希望、ニーズと市民活動をしている団体とのマッチングがスムーズに行える体

制整備の必要性のもと、プログラム専属の社会力コーディネーターを配置した 

活動の 

ポイント 

●学生・受入団体との橋渡し役として必要となるスキルとは、人間関係構築力・

調整力、ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ力、情報収集力、創造力・幅広い視野、精神力、人生経験 

→学生と受入団体とのマッチングをスムーズに行い、教育効果の高いプログラムを設計 

することができる 

●学生に自発性を与えるために、責任感・達成感を持ってもらう 

→学生に自発性を与えるために、団体選択は学生自身にしてもらい、責任感を持たせる。

また、自らの活動をふりかえさせることで達成感や今後のキャリア、他の科目との接

続をはかり、次のステップに繋げさせる 

●地域や受入団体と Win－Win の関係をつくる 

 →受入団体にとって学生の参加は戦力や刺激となる。また、ＯＣＰを通して大学と地域

との関係性が強まり、今ではＯＣＰをバックアップしようと地域や受入団体から「応

援団を作りたい」という提案をいただいている 

→約 100の受入団体との協力体制を構築。また、受入団体からのＯＣＰに対する高評価

（ＯＣＰによる学生の社会参加活動は受入団体に役立ったかという問いに 5 段階中

平均 4.5の評価（平成 19年度データ））を獲得 

●プログラム推進のために、当事者（学生）に運営に参画してもらう 

→プログラムの当事者たる学生が運営に関わることにより、自分たちの活動に自覚や誇
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人材力活性化の取組内容 

人材像 ●様々な人と協力しながら主体的に行動できる人材 

●取りまとめ力、企画・運営力を備えた人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

大学生 

 

連携先： 

受入団体 

 

オフ・キャンパス･プログラム 

①学生が自ら考え、実践した活動を、ふ

りかえりを通して他の事象と体系化でき

るようにし、次のステップに活かす 

学生自身で受入団体を選出させること

で、選んだ責任を自覚させ、その結果、

自分で考え・行動するようになる 

●ふりかえりを通して他の事象との体

系化を図り、次のステップへ活かす 

 

●普段と異なる場での主体的な活動は、

学生の意欲向上、自立心、コミュニケー

ション能力を高める機会として有効 

②ＯＣＰ運営のため学生スタッフを設置 
学生の意見をＯＣＰに反映させ、主体

的な参画を図るため、ＯＣＰ運営を補佐

する学生スタッフを設置し、社会力コー

ディネーターと共にＯＣＰ運営に取り組

む 
 

●プログラムの当事者（学生）が企画・

運営に関わることにより、ＯＣＰ運営が

効果的なものになる 

●学生スタッフには、学生の意見・考え

を取りまとめたり、自ら企画・運営でき

る「取りまとめ力、企画・運営力」を備

えた人材が必要 

③受入団体とＯＣＰの理念を共有化 
 理念を共有することでより効果的な受

入れが可能となり、団体にとっては学生

の存在やアイディアが刺激になったり、

多世代によるコミュニケーションが図れ

る環境作りに繋がる等のメリットが得ら

れる 

●社会力コーディネーターには、ＯＣＰ

の理念を具体的にイメージでき、それを

形にし、ステークホルダーと合意形成、

共有化できる能力が必要 

２ 対象： 

大学生 

 

連携先： 

学内、受入

団体等 

後継者育成と環境整備 

 社会力コーディネーターの後継者を学

内外に育成するために、ノウハウを伝承

していく。また、そのために、社会力コ

ーディネーターが活動しやすい環境づく

りが不可欠 

●大学（学校)と地域との橋渡し役を担

う社会力コーディネーターの後継者育

成が必要 

●社会力コーディネーターに対する学

内・受入団体の理解が重要。それにより、

コーディネーターの環境整備が進み、将

来的に人材育成につながる 

（参考）「筑波学院大 OCP活動」http://www.tsukuba-g.ac.jp/ocp/ 

りを持ちながら取り組むようになる。それにより、ステークホルダーの共感が得られ

やすくなり、プログラムのより良い推進につながる 

→地元新聞社と協働して、ＯＣＰの学生レポートを隔週で掲載してもらったり、各種マ

スメディアに取り上げられたことで、学生は自分たちの活動に誇りや自信を持ち、Ｏ

ＣＰの理解やより良い推進に繋がっている。さらには、地域や学生の親御さんの理解、

満足度向上にも寄与している 
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分 野 観光 訪問日 平成 22年 11月 29日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 ●ビジネス感覚と非営利感覚を併せ持った人材 

●自らの事業を自ら評価できる人材 

●地域資源を発掘し、活かすことのできる人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

地域住民 

 

 

オンパクを通じた人材育成 

地域資源の発掘と人材育成を目的に、 

少人数を対象にした体験型プログラムを

数多く集め、それを一定期間博覧会方式

●実際に現場に入り、事業者と対話をす

ることで、人のつながり（ネットワーク）

が構築される 
 

氏 名 鶴田 浩一郎 （つるた こういちろう） 

所属・役職 ＮＰＯ法人ハットウ・オンパク代表理事、社団法人ジャパン・オンパク代表理事 

活 動 

●オンパクとは、「温泉泊覧会」の略語であり、「オンパク・プログラム」と呼ばれる

地域資源を活かした様々な交流参加が可能なプログラムを一定期間にわたり集中的に

開催する集客交流イベント 

●オンパク事業により、温泉を核としたウェルネス産業振興、人材育成などによる地域

活性化を図る 

●さらに、地域資源を磨き、交流参加可能な商品の提供を可能とするオンパク事業をオ

ンパク・モデルとしてモデル化し、そのノウハウを移転（ジャパン・オンパク事業）す

ることにより全国各地の地域が抱える課題の解決にも貢献している 

取組の 

契機 

●別府市における観光客・宿泊客は、高度経済成長期に爆発的な伸びを示し、ピーク時

となる 76 年には年間 600 万人以上もの宿泊者があった。その後はバブル期には一時的

な回復は示したものの、長期低落傾向を示すこととなったことから、地域活性化策とし

てオンパク事業を開始 

活動の 

ポイント 

●人材は現場でこそ育つ、最大の栄養は成功体験と感動体験 

→実際に現場に入り、成功体験と感動を覚えることで、人材が育成される 

●リーダーは、ビジネス感覚と非営利感覚を併せ持った人材が望ましい 

●リーダー資質のある人物を見つけて、集め、リーダーの元で育てる 
→自分の役割を自分で考え、自分で判断できる人材に育つ 

●事業の質の向上には、「評価」することが重要 

→自らの事業を自ら評価することで、現状を把握し、更なる事業の発展を図る 

●地域活性化に繋がる事業への参加者割合は７割が地域住民、３割が地域外住民 

→地域住民はリピーターとなり、事業を通して地域が活気づく。また、地域外住民によ

るプラスの情報発信によって事業の評判は高まる 

●ジャパン・オンパク事業により、オンパク事業のブランド化、新たな人材育

成、事業の磨き上げが可能となる 
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連携先： 

事業者 

 

 

で集中して行うオンパクは、数多くの現

場が生まれることから、そこでの成功と

感動体験を手にすることで多くの地域資

源を活かすことのできる人材が育つ。 

●５００人規模の大企業を１社誘致す

るより、５００人の地場事業者が元気に

なる方が地域活性化に繋がる 

リーダー候補生や専門的なスキルを備え

た人材は、外から調達し、育成を図る 

地域コミュニティは既存団体や市民グ

ループなど非常に人間関係が複雑で、必

ずしも理論どおりにはコトが進まないこ

とがある。また、商品企画力を備えた人

材を一から育成するには、時間を要する。 

そこで、潤滑油として活躍するような

人材、商品企画力など専門的なスキルを

備えた人材を見つけ、調達し、育成する

ことが効率的である。 

育成する上では、ポストに配置するこ

とで、自ら考え・判断できる人材が育成

可能となる。 

●ポストに配置することで、そこに責任

感が発生し、自分の役割を自分で考え、

自分で判断できる人材の育成に繋がっ

ていく＝「ポストが人を育てる」 
 

●講演会などの場を活かして、日々「人

材さがし」を意識する 

 

●地域資源は再評価して作り出すもの。

そのためには地域で当たり前と思って

いるものを新鮮な目で見ることができ

るヨソモノが重要 

オンパク事業後の評価の実施 

 過去のオンパク、他地域で開催された

オンパクとの比較や事業者に対するヒア

リングを実施するなど、事業評価を通し

て更なる事業の磨き上げを図る。評価に

より事業が洗練されると、事業自体の信

用度が増す。 

●自身が携わった事業について評価を

実施することで、客観視できる機会を持

つ 
 

 
 

２ 対象： 

行政 

 

連携先： 

地域住民 

ジャパン・オンパク事業による技術移転、

ノウハウ移転 

 ジャパン・オンパク事業は、現在 25 箇

所で開催実績がある。オンパクの取組が

各地で広がることで、オンパク事業がブ

ランド化し、顧客も取組事例の広がりに

応じて増大し、また、各地で人材の交流

が生まれることでお互いを刺激し合い、

新しい人材が育つ。さらに、交流により

ヨソモノの目による事業評価、地域資源

の発掘が可能となる。 

●ジャパン・オンパク事業により、オン

パク事業のブランド化、新たな人材育

成、事業の磨き上げが可能となる 

 

●オンパク・ノウハウはオープンソー

ス。ノウハウをオープンにすることで、

付加価値をつけた新たなオンパクが展

開可能となる 
 
 

（参考）「NPO法人ハットウ・オンパク」http://www.onpaku.jp/ 
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分 野 地域福祉（子育て） 訪問日 平成 22年 11月 25日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 自分の意見をきちんと発信できる人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

育 児 中 の

住民 

 

連携先： 

行政 

 

上越市こどもセンターの運営を受託 

 上越市には子供を遊ばせる場が無かった

ため、市に対し、子供の遊び場確保のため

の企画書・要望書を提出したことがきっか

けで、市が平成 14 年に上越市こどもセンタ

ーを設置（当初、上越市直営）。この企画は

日ごろの「井戸端会議」のようなミーティ

ングから生まれたもの 

●行政に対しては、ただ要求を突きつ

けるのではなく、現在の問題課題を整

理したうえで、それを解決するための

具体的な提言を、細かいことから大き

な計画に至るまで、それぞれの場面で

提起する 

 

●日ごろの「井戸端会議」においても、

氏 名 中條 美奈子 （なかじょう みなこ） 

所属・役職 ＮＰＯ法人マミーズネット 理事長 

活 動 

●市内にある多くの子育てサークルと繋がりながら、子育てひろばの運営、子育て中の

人を対象とした講座の開催、子育て情報のフリーペーパーの発行、劇の上演などを通じ

て、親が自分自身も大切にしながら、地域で楽しく子育てするための活動を行う 

●子育てを支援する人材（子育てひろばスタッフ、保育ボランティアなど）の育成や企

業経営者等に向けた啓発活動を行う 

取組の 

契機 

●子育て中の人に向けたイベントを行なうことになり、上越市内の育児サークル連絡会

としてマミーズ・ネット立ち上げに至った。そのイベントで劇をするために、劇団を結

成し、育児に関する日常生活を題材としたイベントで劇を披露。劇の内容に共感する人

が多くいたことから、当初、１度で終了するはずであった劇団を継続することとなった 

●イベントの準備の中で、集まった人たちが積極的に様々な活動をしはじめ、イベント

準備と同時進行で子育て情報誌の発行もはじまった。 

●上越の子育て環境を良いものにするためには、個人の問題だと思っていたことを社会

の問題として捉えなおす必要があると気付き、子育てを母親だけの問題とせずに男女共

同参画の視点から捉え、活動を続けている 

活動の 

ポイント 

●支援を受ける当事者が互いに支えあいながら、中心となって活動 

→子育て中の人を単に支援の受け手と見るのではなく、当事者同士が互いに支えあ

いながら社会参画していける場所をつくる。そうすることで、社会状況の変化にも迅

速に対応できる 

●行政に対しては、ただ要求を突きつけるのではなく提言をおこなう 

 →課題を整理したうえで、具体的な提言を提起。日ごろの「井戸端会議」においても、

問題解決のための情報共有や提案を行うことで、企画提言力が育まれる 

●組織のメンバー不在による機能停止を防ぐため、数名で一つの業務にあたる 

→特定の人が特定の役割を一人で担うことがないようにする 
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 その後、市の委員を務めるなど、市から

の信頼が得られたことから平成 19 年から

上越市こどもセンターの運営を受託 

ただ不満や愚痴を言うのではなく、問

題を解決するための情報共有や提案を

することで、企画提言力が育まれる 

２ 対象： 

育 児 中 の

住民 

 

連携： 

行政、 

企業、 

「子育て応援ひろば ふぅ」の運営 

2007 年 4 月にオープン。子どもを遊ばせ

るためのひろば・上手な子育てをするため

だけのひろばではなく、親のためのひろば

が欲しいという思いを実現。利用者間でサ

ークル活動等を推進。マミーズネット直営

のひろばなので、スタッフや利用者の思い

がすぐに反映できる 
場所は、マミーズ・ネットの活動に関心

をもった企業経営者がゴルフ練習場内の一

室を提供してくれている 
ひろばや育児サークルなどで子どもが小

さいうちから何らかの活動をしていた人

は、そのまま地域の子ども会やＰＴＡ活動

などで活躍している 

●サークルの活動については、基本的

に出入自由とし、就職との両立も可能

としている自由で柔軟な運営体制 

 

●子育て中の人を単に支援の受け手と

見るのではなく、当事者同士が互いに

支えあいながら子育てし社会参画して

いけるひろば作りをめざす 

 

●サークル活動に積極的な者をマミー

ズ・ネットの活動に巻き込む 

 

●子育て期は地域を支える人材が育つ

時期。地域に根ざし地域を支える人材

を育てることも、ひろばの大切な役割 

３ 対象： 

育 児 中 の

住民、 

育 児 を 終

えた住民 

 

連携： 

行政、 

企業、 

大学 

ＮＰＯ法人マミーズネットの運営 

①メンバーの人材育成 
 文部科学省家庭教育支援総合推進事業や

内閣府地域活性化事例研究事業を受託する

ことで、自己研鑽・人材育成をおこなう 
②母親業と両立できる柔軟な参加の仕組み 
 組織のなかで緩やかな役割分担が作られ

ているが、子育て中の母親達の集まりであ

るため、急に活動に参加できなくなること

もあるので、そのときにやれる人がやれる

ことをやる体制になっている 
③市内の子育てサークルとのネットワーク 
 市内にある多くの子育てサークルと繋が

りながら、情報の提供や集約、交流を図っ

たり、意見を行政に提起したりするなど、

つなぎ役を担う 
 また、日々の暮らしのなかで孤立してし

まったまま、本当に必要なサービスにアク

セス出来ない人に対してアクセスすること

を常に意識しながら活動を行う 

●自分の意見をきちんと発信できる人

材を育成するための自己研鑽の場とし

て、委託事業等を活用 

 

●変化する子育て環境に迅速に対応で

きるよう、当事者が活動の中心となる

ことが大切。そのための道筋をつけら

れるよう心がける 

 

●自分たちが行っている活動を、マス

コミ等を通じて対外に発信し、地域住

民の協力を得る 

 

●メンバー不在による機能停止を防ぐ

ため、数名で一つの業務にあたる 

 

●特定の人の意見で全体の組織運営を

規定するのではなく、いろいろな人の

意見を集約し、それを一つ一つ具体化

し、形にしていくことが大切 

（参考）「ＮＰＯ法人マミーズネット」http://www.mammies.jp/ 
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分 野 人材育成（大学生）、農業・食育 訪問日 平成 22年 10月 21日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 地域で活動するために必要なスキルを持ち、地域を深く理解している人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

学生、 

地域住民 

 

連携先： 

行政 

学生による地域実践活動（愛媛大学） 

 これまでの大学教育では、自分の生まれ

た地域を誇れる教育がなされてこなかった

ので、授業内外の地域実践活動をつうじて、

地域を深く理解し、地域の良さが分かる人

材を育成する 
①ワークショップ入門（授業） 
 畠中智子氏と合同で地域づくりのための

ワークショップを授業にとりいれ、住民主

体のまちづくりを地域実践型で行う。 
具体的には、ワークショップの手法を座

●地域で活動するためには、コミュニ

ケーション能力（住民に新しい提案を

する際、どういう順序で相談すべきか

が分かる等）や互恵関係を築く力（何

か与えられたら、何かを返す）が必要 

 

●現場で活動している人（ロールモデ

ル、お手本）を身近に見ることで、自

分の本当にやりたいことに気づく 

 

●特に地方の学生は地域活動をして

氏 名 野崎 賢也 （のざき けんや） 

所属・役職 愛媛大学地域創成研究センター 准教授 

活 動 

●愛媛大学の授業の中に、地域づくりのためのワークショップをとりいれ、学生を実際

に地域に送り込んで、住民主体のまちづくりを地域実践型で行っている 

●地域の食に関わる人々のネットワーク構築や食育を通じて、地域の食を活性化 

取組の 

契機 

●住民主体の地域づくり・まちづくりに欠かせないワークショップの手法を実践的に学

ばせることで地域を担う人材を育成する必要 

●日本の地域の食業界の人材は、底上げはなされてきているが、関係者が連携する際の

核となる中心人物（リーダー）がいないので、育てていきたい。また、これまでの食育

は、ただ「食べる」だけで、なかなか利用拡大につながらず効果が薄かった 

活動の 

ポイント 

●若いうちに「ホンモノ」と触れ合うことが大事 

→現場で奮闘する大人達（「ホンモノ」）とともに活動し、自分の価値基準に収まらな

いものがあることを学生のうちに知っておくことが重要 

●高いモチベーションをもって現場に入ることで人は成長する 

 →育成される側のモチベーションが高くなければ、現場での経験も人を成長させな

い。意欲や問題意識を持って現場に入ることが重要 

●各方面の関係者が連携していくためには、明確な方向性を示すことができる

リーダーが必要 

→連携とは、必ずしも顔をつきあわせて何かを一緒にするという訳ではなく、中心と

なる人物を核にして、関係者が同じ方向性を持ってつながっている状態。 
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学で学んだあと地域に入り、地域イベント

等について調査させ、結果を関係者の会議

等で報告させる等。モチベーションの高い

学生を更に成長させるためのプログラム 

いる大人と触れ合う機会が少ないの

で、そのような経験は重要 

 

●現場での活動を通して、地域で活動

するために必要なスキル（コミュニケ

ーション能力、社会性）を身につける 

  ②フィールド・セッション（授業） 
松山市五明地区において町歩きをし、地

域調査の基礎的な能力を身につける。モチ

ベーションの低い学生に対し、地域に入る

前に動機付けを行い底上げするプログラム 
③授業外での活動 
四万十市や宇和島市において、学生に地

域住民と共に農作業等を経験させ、現場で

地域活動をしている大人（「ホンモノ」）に

触れさせる。学生が地域に入ることで、地

域住民（特に若者や I ターン者）も刺激を

受け、地域の良さに気づく等の効果がある 

 

●学生のモチベーションが活動やそ

の効果に大きく影響する。モチベーシ

ョンに応じて学生を分け、異なる目標

を設定して活動を実施 

 

●モチベーションや基本的なコミュ

ニケーション能力は、大学生よりも早

い段階からの動機付けが必要 

 

●単位目当てではないやる気のある

学生を伸ばすためには課外のプログ

ラムも必要 

２ 対象： 

地域住民、 

「食」関係

者（企業、

生産者、研

究者 等） 

地域の食文化の活性化 

①食の地域学研究会（H22.10） 
食のまちづくりの専門家である佐藤亮子

氏と共同で開催。地域の食に関わる人のネ

ットワークづくりを行い、地域の食に関わ

る人材を育てるために、在来種の評価・応

用・開発、消費者教育等を行う。発起人は

大学研究者、地域の生産者、加工業者、流

通業者、飲食業者、消費者等（25 人） 
※食のまちづくりは、山形庄内が一つのモデル

（山形大、農業者、学生、飲食業界等が連携

し、地域の在来種の栽培、加工等を行う） 

●連携とは、必ずしも顔をつきあわせ

て何かを一緒にするという訳ではな

く、中心人物を核に、関係者が同じ方

向性を持ってつながっている状態 

 

●各方面の関係者が連携していくた

めには、明確な方向性を示すことがで

きるリーダーが必要 

 

●食育の実践には、地域の産官学に加

え、地域全体の協力なくして実現でき

ない 

 

●大学は地元の人間関係を乗り越え

られるので、地元の人同士をつなげる

ことができる 

対象： 

小学生、 

地域住民 

②「ぎょしょく教育」 
 愛媛大学「ぎょしょく教育」研究推進プ

ロジェクトチームが愛南町内の関係機関と

緊密に連携・協力して、魚・水産版食育を

推進し、地域の活性化を図る。 
（参考）「愛媛大学地域創成研究センター」 

http://www.ehime-u.ac.jp/information/organize/collaborative_center/rci.html 
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分 野 まちづくり 訪問日 平成 22年 11月 18日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 

●想定の範囲外を楽しもうとする心、キャッチする感性を持った人材 

●水平性・公平性を保ち、意見をいいあぐねている人をサポートできる感性

を持った人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

地域住民 

 

連携先： 

行政、 

大学 

ワークショップの実施 

 ファシリテーターとして、子どもからお年

寄りまで、肩書きや経験値に左右されず、誰

もが気軽に思いをつぶやけるワークショッ

プの場を作ることをつうじて、まちづくりを

行う。自由で気楽で形式張らない、「また来

たい」と思って貰えるような、参加意識が継

続するプロセスづくりに取り組む 
 分野は、環境、住宅や道路づくり、福祉、

●自分たちが丁寧に考え導き出した

答えには人々は従う 

 

●課題が見えてくると、参加すること

が楽しくなり、参加者の間に確かな共

有意識が芽生える 

 

●ワークショップに関わる中で、住民

自らが考え、やるべきことを導き出す

氏 名 畠中 智子 （はたけなか ともこ） 

所属・役職 高知のまちづくりを考える会 代表 

活 動 

●ファシリテーターとして、肩書きや経験値に左右されず、誰もが気軽に思いをつぶや

けるワークショップの場を作ることをつうじて、まちづくりを行う 

●ファシリテーターを育成するため、自治大学校、自治体、大学等に出向いてファシリ

テーション講座を開催する 

取組の 

契機 

●「生活者の視点・女性の目線によるまちづくりが必要」と助言を受け「高知のまちづ

くりを考える会を発足させた 

●県の審議会・委員会へ出席する中で、委員が方向の違った意見をそれぞれ言っていて、

何が決まったかもわからず、参加していて楽しくない状態だった 

●普段の言葉で、語り合いたいことを気軽に語り合える、上手く話ができない人も話が

できる場が必要と考えていたときに、ワークショップに出会い、この方法を実践してい

きたいと考えた 

活動の 

ポイント 

●想定の範囲外を楽しもうとする心、キャッチする感性が重要 

→自分の意見を伝え、自分とは違う意見を受けとめるという中で、お互いの意見が育

っていくことを楽しめることが重要 

●魅力あるプロジェクトであれば自然に人は集まる 

 →ネットワークを作ることが目的化するのは本末転倒。プロジェクトの終わったネッ

トワークは解散する 

●ワークショップに関わる中で、住民自らが考え、やるべきことを導き出すプ

ロセスが重要 

→住民が自分たちのやるべき事を見出した後は、住民は自ら動き、地域は活性化する 
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人権啓発、特産品づくり、イベント企画など

多岐にわたる 
 

プロセスが重要。住民が自分たちのや

るべき事を見出した後は、地域は活性

化する 

 

●魅力あるプロジェクトであれば自

然に人は集まる。ネットワークを作る

ことが目的化するのは本末転倒 

２ 対象： 

行政職員、 

教員、 

大学生、 

その他 

 

連携先： 

行政、 

大学 

ファシリテーターの養成 

①行政職員向け講座 
 本来、行政関係のワークショップで、行政

職員がファシリテーターを務めることは難

しい。したがって、ファシリテーターを育成

するというよりは、そのスキルを学ぶこと

で、ファシリテーターという役割を認め、話

合いの場で活用することを学んでもらう 
②教員向け講座 
 教員は、達成目標を定めて授業を計画する

ため、想定外の子どもの発言や授業展開に対

応するのが苦手。ワークショップの手法を学

ぶ中で、筋書きが決まっていない状況で、参

加者の発言から目標が定まってくるという

プロセスを理解してもらう 
③大学生向け講座 
 これまで同質的な人間関係の中で育って

きた大学生は、違う意見を受け止めることが

苦手。人の思いを知るためのコミュニケーシ

ョン能力を身につけることが、社会で生きて

いくうえで大切であることを伝えている 
④その他の社会人向け講座 
 ファシリテーターの役割は、人と人とをつ

なぐこと。これは、ワークショップの中だけ

でなく、日常生活していく上でとても大切で

あること伝えている 

●ファシリテイトとは、場を盛り上げ

て話しやすい雰囲気を作ること。した

がって、講義も自由で気楽で形式張ら

ないスタイルを心がける 

 

●講座は対象者の持つ課題等に応じ

て、強調する内容等に変化をつける 

 

●いくらスキルがあっても、参加者一

人一人から「思いを聞かせて欲しい」

と思う気持ちや好奇心がないとファ

シリテーションはできない。スキルだ

けでなく、ファシリテーションの心を

伝えたい 

 

●自分の意見を伝え、自分とは違う意

見を受けとめるという中で、お互いの

意見が育っていくことを楽しめるこ

とが重要 

 

●直接ファシリテーションスキルを

活かす場面は少なくても、その精神は

人が人と関わって生きていく上で必

要不可欠のもの 

３ 対象： 

大学生 

後継者の育成 

現場に同行させ、ファシリテーターグラフ

ィックを手伝わせたりしながら、現場の様子

を全てノートに取らせ、気づいたことや学ん

だことを再確認させている 

●好奇心が育つ環境が必要 

 

●子どものときからコミュニケーシ

ョンの育成が必要。そのために体験学

習は効果的 

（参考）「ｉ’ｍ智子 こんなことしゆう考えゆう」http://hatakenakatomoco.seesaa.net/ 
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分 野 地産地消、観光 訪問日 平成 22年 11月 26日 

 

 

氏 名 本田 節 （ほんだ せつ） 

所属・役職 ひまわり亭 代表 

活 動 

●1998 年に、地域のボランティアグループ「ひまわりグループ」のメンバーと共に地

域の主婦たちによる地産地消の農村レストランを立ち上げる。「もったいない」をキー

ワードとし、地域の財産ともいえる「おばちゃん・おばあちゃんの知恵・経験・技・感

性」を活かさないのは「もったいない」、地域の素晴らしい食材を活かさないのは「も

ったいない」、取り壊し寸前の築 120 年の古民家が「もったいない」ということで古民

家を移築したお店を拠点に地域の素材を出来る限り活用し、安心安全な食を提供 

●「食」を通して、地域づくりへの貢献や食育活動、女性の起業アドバイスにも力を注

いでいる。さらに、2002 年頃からは、グリーンツーリズムの推進にも積極的に取り組

んでおり、地元地域を巻き込んで「広域連携によるグリーンツーリズム実践」を推進。

日本各地、さらには韓国からの視察研修を受入れており、学生のインターンなども積極

的に受入れている 

取組の 

契機 

●人吉市商工会議所が主催する異業種交流のグループ活動に参加し、地元の若い経営者

や全国各地の町おこしグループの人たちとの交流を契機に、仲間の女性たちと「ひまわ

りグループ」を結成し、郷土料理の研究や地域のお年寄りに弁当を配達するボランティ

アを開始。活動の中で、食の大切さ、地元の農産物のありがたさ、お年寄りの経験・知

恵・技はかけがえのないものであることなどを強く感じ、農村レストラン「ひまわり亭」

を開業 

●山北幸氏との出会いが、本田氏の「もったいない」精神を始めとする経営哲学に大き

な影響を与えた 

活動の 

ポイント 

●行政と協力関係を築き、相思相愛の関係性を持つ 

→行政の情報発信力を活用するなど、行政の力を活かすところは活かす。反対に、高齢

者を雇用することで、高齢者がコミュニティ・ビジネスで活躍することになり、高齢

者の生き甲斐（活躍の場）を提供することで、行政への貢献も図る 

●きっかけさえあればリーダーは生まれる。そのきっかけ作りは行政に期待 

→行政の声がけ（農村活性化、高齢者対策）によって、今まで気づかなかったことに気

づくきっかけとなり、ひまわり亭の活動、グリーンツーリズムの活動が生まれた 

●地域と役割分担をして、つながりを持つことが大切 

 →地域住民（高齢者）を雇用したり、農村では農家民宿を実施することで滞在型観光の

実現を図ったり、農家から食料を調達する仕組みを構築したりと、地域と関わってい

くことで、それぞれの主体に利益が生まれるスキームを築く 
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人材力活性化の取組内容 

人材像 行政と地域との橋渡しができる人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

実施主体 

 

連携先： 

行政、地域

住民 

 

 

行政との連携・協力体制の構築 

自助努力による課題解決が困難な場合

は、行政と連携・協力体制を築き、解決

策を講じる。行政との関係は、補助金に

よる支援を受けるようなものではなく、

『お互いを活かし合う』関係性が重要。 

●お互いを活かし合い、共にメリットを

享受できる関係の構築 

 

●補助金に頼らず、ある程度のリスクを

背負うことが大切。リスクを背負うこと

で、社会的責任を自覚し、当事者意識が

芽生える 

行政からの「きっかけ」の提供 

地域には何か事を興したい、何かに取

り組みたいという思いをもった人材は存

在するが、その「何か」が漠然として一

歩踏み出せないでいる場合がある。そこ

に行政による地域課題を考える機会など

「きっかけ」の提供があれば、「何か」を

明確にする契機となり、活躍できる人材

＝リーダーの誕生に繋がる。 

●リーダーは、自ら事業を楽しんで運営

し、自分の行っている事を熱い思いで語

れることが重要 

 

地域住民との連携・協力体制の構築 

地域住民（高齢者）を雇用したり、農

村では農家民宿を実施することで滞在型

観光の実現を図ったり、農家から食料を

調達する仕組みを構築したりと地域と役

割分担をして、つながりを持つことで、

地域内で利益が循環する仕組みに繋が

る。 

●地元住民が元気になることで、地域が

元気になっていく。 

→人間力が地域力を創造する 

 
 

 
 

２ 対象： 

地域住民 

 

連携先： 

行政 

グリーンツーリズムによる地域活性化 

 グリーンツーリズム客の農村生活に対

する憧れや感動を地域住民が体感するこ

とで、「農村って良いね」と農村に住んで

いることを自慢するようになり（農村に

対する価値観の変化）、地域住民が活気づ

くことに繋がった。 
 

●例えば紅葉や掘りごたつという、地域

住民にとって「当たり前」であったこと

が南国からのツーリズム客には感動を

与える。その結果、地域住民は、今まで

当たり前であったことが「価値あるこ

と」と気づくきっかけとなる 

 

●今まであった地域資源に、新しい価値

観や時代のニーズを繋いで創り出すこ

とが、地域力創造 
（参考）「郷土の家庭料理“ひまわり亭”」http://himawari-tei.com/ 
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分 野 まちづくり 訪問日 平成 22年 10月 22日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 
●地域課題に対して自己決定できる人材 

●住民の思いを引き出し、合意形成を促すことができるコーディネーター的人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

地域住民 

 

連携先： 

行政 

啓発型セミナーの実施 

 地域課題を提起し、住民が考えるきっかけ

となるようなセミナーを自治体（愛媛県、松

山市等）の委託を受けて、開催。 

  セミナーは 10人程度のワークショップで、

参加者が思いを述べやすい形式が有効。参加

者の意見を吸い上げ、整理し、生活実感のあ

る言葉で提示することができるコーディネ

ーターが必要。 

●地区課題や生活上に困難にぶつか

ったときに住民の中に生まれる地域

を変えようというエネルギーを住民

の地域を変える力に変えていく 

 

●地域課題を提起し、住民が考えるき

っかけを作ることが重要。関心のない

人々も含めて、いかに人を集めるか、

重要性に気づいてもらえるかが課題 

 

氏 名 前田 眞 （まえだ まこと） 

所属・役職 邑都計画研究所代表取締役、（特非）まちづくり支援えひめ代表理事 

活 動 

●住民の自己決定力を育成し、住民主体のまちづくりを応援するために、セミナーやワ

ークショップを実施 

●託老所あんきを中心とした福祉のまちづくり（縁側プロジェクト）にコーディネータ

ーとして関わる 

取組の 

契機 

●近年、住民協働の事業が増加しているが、「行政に協力してやっている」という感覚

で住民が意思決定をした場合、後々住民の不満が噴出しやすい 

●このような状況を改善するためには、住民が変わる必要がある。住民が責任を持って

意思決定し、事業を推進できるようにしたい 

●住民の地域を変える力を育成するために、行政と住民をつなぎ、住民の啓発を行う必

要がある 

活動の 

ポイント 

●地区課題や生活上の困難にぶつかったとき、住民に地域を変えようというエ

ネルギーが生まれる。そのエネルギーを住民の力に変えていく 

→住民に現状と課題について認識してもらうことが第一歩 

●住民一人一人の得意分野に沿った役割を持たせることが重要 

 →共同作業を一緒に行うことで、一人一人の得意分野が見えてくる。それを活かした

役割を持たされると、各人の自信や生き甲斐につながり、活動が長続きする 

●関係者の話を引き出すコーディネーターの存在が重要 

→皆の意見を吸い上げ、整理し、生活実感のある言葉で提示することができる力を持

った人材が必要 
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２ 対象： 

地域住民、 

福祉施設

利用者 

 

連携先： 

地域住民、 

地縁団体、 

地元事業

所 等 

縁側プロジェクト 

 託老所あんきの一角に地域住民や利用者

の交流の場を創出し、福祉のまちづくりを行

う。高齢者行方不明時や災害時に、住民の協

力が得られるよう施設利用者と住民の交流

を進め、また、住民の課題解決力を育成する

拠点として、施設を地元住民に開放 
  ※有限会社託老所あんき（中矢代表） 

高齢者が住み慣れた地域で、その人らしく生活
できるよう、地域に開放した形で運営する指定居
宅介護支援事業所（デイサービス、訪問介護等）。
松山市垣生（はぶ）地区 

①心のテーブル事業 
 住民に利用者の顔を覚えてもらうために

は、まずは住民に施設に来てもらうことが必

要ということから、利用者と住民が会食でき

るイベントを年 4 回程度開催。将来的にはコ

ミュニティレストランにしていく 
②夜の心のテーブル事業 
 独居高齢者を中心に行う夕食会。コーディ

ネーターが入り、地域に対する思いを共有 
③防災訓練・炊き出し 
 地区の自治会と連携。当初託老所は迷惑施

設のように捉えられていたが、住民との交流

が進むにつれて、連携できるようになった 
④子ども達との連携 
駄菓子屋の運営を子どもと一緒に行った

り、お泊まり会を行う等、まずは子ども達を

施設に呼び込む。また、小学生でボランティ

アグループを結成 
⑤コミュニティスペースの提供 
 自治会の会合等に使えるスペースを住民

に開放し、施設と住民との互恵関係を築く 

●事業の趣旨や思いを常に情報発信

することで賛同者を得ることができ

る 

 

●楽しいことをやりながら、しんどい

ことも一緒にできるネットワークが

重要 

 

●人が集まって話をすることにより

地域への思いや地域課題に対する危

機感を共有できる。 

 

●関係者の話を引き出すコーディネ

ーターの存在が重要。思いを引き出す

ためには、現場で活動を共にしある程

度時間をかけて住民と信頼関係を構

築することが必要 

 

●共同作業を一緒に行うことで、一人

一人の得意分野が見えてくる。それを

活かした役割を持たされると、各人の

自信や生き甲斐につながり、活動が長

続きする。 

 

●子ども達を参加させることで、交流

がその家族から周辺住民に広がる 

 

●行政にやらされる事業ではなく、自

らが必要と思うことを、各種制度を利

用しながら実施 

３ 対象： 

一緒に 

活動する

NPO 職員 

後継者の育成 

現場で共に活動し、生活実感や危機感を共

有しながら時間をかけてコーディネーター

的人材を育成。様々な人と引き合わせ、自分

が前面に出ずに責任を持たせる場面を用意

している。 

●みんなの意見を吸い上げ、整理し、

生活実感のある言葉で提示すること

ができる力を現場で育む 

●地域住民と時間をかけて信頼関係

を構築する 

●責任を持たせる場面を用意する 

（参考）「有限会社 邑都計画研究所」http://wwwd.pikara.ne.jp/yutokeikaku/index.htm 
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分 野 まちづくり 訪問日 平成 22年 10月 28日 

氏 名 湯脇 信一 （ゆわき しんいち）、光 史朗（ひかり しろう） 

所属・役職 姶良市企画部企画政策課 課長補佐（湯脇氏）、主査（光氏） 

活 動 

●事業内容 

姶良町の新しい地域活性化構想の策定にあたり、町役場主導ではなく、地域住民自ら

が主体となってとりまとめた。いわば、それは地域住民による徹底的な膝詰め議論と住

民が自らの地域の将来は自分たちでつくるのだという地域を思う心の集大成である。 

その取組について、上記二人が町役場における担当者として、地域の黒子役に徹し、

構想策定に大きな力となった。 

具体的には、姶良町の町内の８つの小学校区の住民から成る「校区別地域活性化委員

会」、姶良町職員 30 名から成る「姶良町地域活性化プロジェクト会議」、町内の企業・

地域づくり団体の代表者等から成る「姶良町地域活性化構想策定委員会」での協議やア

ンケート結果に基づき、姶良町の地域課題を抽出・整理するとともに、町内の８つの小

学校区別の活性化基本構想（活性化に向けて校区全体で取り組まなければならない目標

と目標達成に向けて何が必要になるかなど、その出発点から到達点までの一連の大きな

流れ（シナリオ）をまとめたもの）及び今後の展開、推進体制を検討し、姶良町の地域

活性化に向けた基礎資料を得ることを目的とした事業である「姶良町地域活性化構想策

定事業」を担当。 

※旧姶良町時に取り組んだ事業 

取組の 

契機 

●人口増加により都市化する地域と、人口減少及び高齢化が著しい地域が存在してお

り、地域ごとに抱える課題（防災、交通、教育、医療、福祉 等）が山積しているため、

地域ごとの抱える課題を精査し、地域ごとの活性化対策を講じる必要性が迫られていた

ことが背景。 

活動の 

ポイント 

●地域住民が、地域づくりに対して、当事者意識をもつことが重要。 

→地域の住民が、地域づくりを自らの問題としてとらえ、課題解決に向けて取り組んで

いくためには、まず「正しい現状認識」と「危機感の共有」が不可欠。地域の歴史や文

化、集落の基礎データを共有できたことも大きかった。 

●住民との徹底的な議論を通して、自らは地域の黒子となって、地域住民主体

の地域づくりを行う自治体職員が育成された。 

→地域住民の活動の原動力となったのは、自らの「危機意識」に加え、プロジェクト会

議に参画した自治体職員が、この町を、この地域をなんとしても良くしたいという熱い

使命感をもち、粘り強く地域住民と向き合い、対話に加わったこと。 

→住民はその姿勢に賛同・感動し、普段は、お願いや苦情を言う先である自治体職員を

信頼することで、ともに考え、悩み、徹底的な議論を行った結果、住民自らの手による

地域の将来構想を策定することができた。 

→自治体職員はその過程を通じて地域づくりを担う職員として大きな成功体験を得た。 

●様々な意見をまとめ上げる「調整力」のある人材が地域リーダーとして最適 
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人材力活性化の取組内容 

人材像 ●自らは黒子となって、地域住民主体の地域づくりを行う自治体職員 

●様々な意見をまとめ上げる調整力を備えた地域リーダー 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

職員 

 

連携先： 

職員、地域

住民 

 

 

地域住民主体の地域づくりを行う自治体

職員の育成 

地域住民との協議を重ねることで、地域

課題の解決や活性化について職員も地域住

民と一緒になって考え、その結果、職員の

地域に対する見方・考え方に変化が生まれ、

地域づくりに関心を示すことに繋がった。 

また、全国から集まった地域おこしに対

する熱い思いをもった者同士との研修を経

験したことで、地域づくりに取り組む意欲

が一層喚起された。 

職員の地域づくりに対する熱い思い・姿

勢は地域住民に感動を与え、地域住民の賛

同を得る大きな契機となった。 

●地域の実情を知る地域住民との協議

の場を設けることで、お互いの関心事の

共有化が図られ、地域の活性化を考える

きっかけとなる。 

 

 

●地域住民の思いを町政に反映させる

には、町役場全体の理解と協力が前提と

なる 

 

●職員による地域の担当者が存在するこ 

とで、地域に情報が入ってくることとなり、 

一方で地域からの提案もしやすくなる 

２ 対象： 

地域住民 

 

連携先： 

行政 

地域住民に当事者意識を持たせる 

地域住民に対して、地域課題の炙り出し

とその解決策をアンケートにより検討させ

た。また、地域ごとの人口統計を作成させ

て人口構成を把握させたことなどを通じ

て、地元の置かれている状況（地域課題、

若者が不足している等）を理解させること

になり、その結果、「自分の地元は自分で守

らなければ」という当事者意識を持たせる

ことに繋がった 

●地域課題を解決する主体を、自助、共

助、公助、共助・公助の 4 つに区分けし、 

地域住民が考える解決策のアイデアが

どの区分に属するかを検討させた。その

結果、地域住民に対して自助、共助で解

決しなければならない事柄を意識させ

ることに繋がった 

３ 対象： 

地域住民 

 

連携先： 

行政 

調整力を備えたリーダーの存在 

地域住民の多様な意見を聞き、それを集

約し、一つの形に導く「調整力」が備わっ

たリーダーが存在すれば、地域住民も積極

的に地域のことを考え、意見できる環境に

なる 

●一方的にリードする人材だけでは、そ

の人に頼りっきりになってしまい、地域

住民の当事者意識が希薄化する 

 

 

（参考）「姶良市役所」http://www.city.aira.lg.jp/ 

 →それぞれの地域には、一方的にリードするのではなく、地域住民から出される様々な

意見・課題を調整し、一つの形にする調整力を備えた人材がリーダーとして最適 
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分 野 人材育成 訪問日 平成 22年 12月 22日 

氏 名 横尾 敏史 （よこお としふみ） 

所属・役職 ＮＰＯ鳳雛塾 事務局長  

活 動 

●やる気のある人々が真摯に議論してお互いを高めあうような場が少なかった佐賀県

内において、戦略的意思決定、積極的行動力を体得するような実践的な経営教育（ビジ

ネススクール）を行い、社会人、学生も交えたやる気のある人々のコミュニティーを形

成することによって、経済活動に挑戦する人々の支援を目指し、鳳雛塾を設立。 

●欧米のビジネススクールで活用されるケースメソッドを取り入れ、自分で考え自分で

行動できる能力を育成するとともに、サーバー上でのディスカッション、講師を交えて

の交流会等を通じて、志を同じくする人々の強い紐帯のネットワークを構築。当時、任

意団体によるこのような組織は珍しいものであったが、ビジネス活動に熱心な人材を輩

出することによって、衰退が懸念されている佐賀県の地場産業、商店街の活性化も視野

に活動を続ける。 

●平成 14年からは、それまで取り組んできた大学生・社会人向けの起業家教育事業を、

もっと小さい時期から導入することによって地域経済の活性化を図りたいという観点

から、小・中・高校向けのキャリア教育（起業家教育）事業を開始。子どもたちの生き

る力を育成する観点から重要視されているキャリア教育は、教育面だけでなく、地域や

産業界にとっても、早い段階から次世代を担う人材を育成することにより、地域社会の

発展につながるものと期待されている。鳳雛塾は、民間コーディネーターとして教育界、

地元産業界、行政機関の間をつなげて連携、協力を図り、ビジネススクールで実践して

いるケースメソッドを取り入れながら、地元商店街や地場企業などの地域資源を活用し

た、地域に根ざした効果的なキャリア教育を実践。 

取組の 

契機 

●佐賀県は県内経済の地盤沈下が激しく、新しい産業を育てなければ銀行も生き残れな

いという危機感から、佐賀銀行が中心となって起業家支援事業を開始 

活動の 

ポイント 

●人的ネットワーク、ノウハウ、ブランドが積極的に供与され、誰でも利用で

きるよう「もやい」（共有）されていることが事業推進のインセンティブとなる 

 →鳳雛塾が長年蓄積した人的ネットワーク等の貴重な資源をオープンにし共有可能と

することで、塾生間の信頼形成をもたらし、創発につながる。 

●キャリア教育を通して小・中・高の学生に「起業家精神」を醸成する 

→鳳雛塾のキャリア教育を通して学生は自ら考え、自ら学び、自ら行動するという「生

きる力」と「人とつながる力」からなる「起業家精神」を学び、体感することができ

る。 

●起業家精神育成の場の提供により将来を担う人材の育成、地域経済の活性化

を目指す 

→鳳雛塾による小学校から大学生・社会人に至るまでのすべての段階において、一貫し

た起業家精神育成の場の提供は、将来の地域を担う人材の育成、地域経済の活性化につ

ながることが期待される。 
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人材力活性化の取組内容 

人材像 
起業家精神を持ち備えた人材 

自分で考え、自分の責任において行動できる人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

大学生、社

会人 

 

連携先： 

産業界、行

政機関、大

学 

 

 

起業家教育事業 

 ケースメソッド形式で、地元企業などの

実例を教材に問題点や解決策を討論するこ

とで、塾生は色々な角度から意見を出し合

い、自ら考える力・まとめる力・プレゼン

力が鍛錬される。 

 また、志を同じくする参加者同士の強い

紐帯のネットワークの構築により、自己組

織的な勉強会、ビジネスが発生し、相互作

用が生まれている。鳳雛塾はビジネス創出

のプラットホームとなっている。 

 受講生は現在までに約 320 社にのぼり、

全国的に注目される IT企業を起こした人、

地元商店街の活性化を目指して活動する学

生サークルの設立など、経済の活性化に一

定の成果をあげてきている。 

●固定的・体系的なベンチャー育成に取

り組んでいる。 

 

●仮想の事例や大手企業などの実例で

はなく、地元企業を題材としたケース教

材を自作・使用したことにより、地域の

人が感情移入できる教育事業が展開可

能となっている。 

 

●若手社会人のほか、佐賀大学や近県の

大学生、ベンチャー、中堅企業の経営者、

自治体職員、マスコミ関係者など多彩な

人材が参加し、交流が図られている。 

 

●佐賀県内の産業界・行政機関・大学の

強固な結束を基に、充実した起業家教育

が可能となっている。 

２ 対象： 

小・中・高

校生 

 

連携先： 

地域住民、

産業界 

小・中・高校向けキャリア教育事業 

小学校でのキッズマート（販売体験）、中

学校、高校における提案活動付き職場体験

（インターンシップ）、起業体験活動、コン

サルティング活動等から成るキャリア教育

によって、子供達は学校の勉強だけでは得

ることが難しい「起業家精神」や多くの経

験や知識を身につけることができる。 

また、地域社会や大人との繋がりを通し

て基礎的な人間力（あいさつや感謝の気持

ち、思いやりや協力の大切さなど）を身に

つけることも出来る。 

キャリア教育を通して、子供達が仕事、

労働、職場や商売などについて考えていく

ことは、地域社会にとって将来の担い手育

成につながる。 

●子供の成長のために地域や産業界と

連携したいという思いを持った学校と、

地域の子供達の成長に役立ちたいとい

う思いを持った産業界を結びつけるこ

とが重要。 

 

 

●普通科高校でキャリア教育の展開が

図られれば、小学校から大学までの縦の

連携が一層強化されるため、今後は普通

科高校への普及を検討中。 
 
 

（参考）「NPO鳳雛塾」http://www.housuu.jp/main/ 
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分 野 人材育成（大学生） 訪問日 平成 22年 10月 22日 

 

人材力活性化の取組内容 

人材像 
●志をもって、主体的に行動できる人材 

●地域や日本を良くしていこうという、社会の変革パワーとなるような人材 

対象・連携先 人材力活性化の取組内容 ポイント 

１ 対象： 

大学生 

 

連携先： 

企業、 

大学 

５ヶ月間以上の長期実践型インターン

シッププログラム 

①大学等と連携して説明会を実施 
②キャリアミーティング     

  志望動機や目的などを踏まえ、受入先や

方法を Eyes コーディネーターと話し合っ

て決める 

③受入企業担当者との面接 

やる気と真摯な気持ちがあるかを厳し

く見てくれるよう企業にお願い。インター

●学生の目的意識を適切に企業に伝え、

企業の受け入れ目的を話し合うことが重

要 

 

●学生が成長できるように、その特性に

併せて様々な仕掛けを施したプログラム

を設計（企業で働くことを甘く考えている学

生にははじめに失敗させる、自信のない学生

には小さな成功体験を積ませる等） 

 

氏 名 横山 史 （よこやま ふみ） 

所属・役職 NPO 法人 Eyes 代表理事 

活 動 

●５ヶ月間以上の長期実践型プログラムによるインターンシップの他、若者が社会に出

て、様々な人に出会い、成長できる短期プログラムを実施 

●専従スタッフは、横山氏以下 2人のみ。運営においては学生スタッフが大きな役割を

果たし、学生自身も成長している 

取組の 

契機 

●「愛媛では夢は叶えられない」と、都会に出て行く若者が数多くいるが、地域で自ら

チャレンジせず、また地域だからこそできることを顧みずに、多くの若者が故郷を捨て

ていることは問題 

●自分の成長を感じられる都会の刺激的な環境は、自分の心意気次第で故郷でも創り出

せるのではないかと考えた 

活動の 

ポイント 

●目的意識や問題意識がないとスキルを身につけても意味がない。目的意識や

問題意識が芽生えれば、あとからスキルはついてくる 

→インターンシップのプログラムはスキルを身につけるためのものではなく、目的や

問題意識を持つことができるものにすることが重要 

●現場で大人と共に働き、その価値観に触れることで、若者は大きく成長する 

 →組織や地域の大人達の関わりの中でこそ、社会性やコミュニケーション能力が身に

つき、目的意識や問題意識を持つことができる 

●役割と責任を与えることで、「自分で考えて行動する力」が身につく 

→与えられた仕事をただこなすのではなく、自ら仕事を創り出す力を育むことに重点

を置くことで、主体性が育まれる 
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  ンシップ受け入れの決定は、学生と企業の

双方が、主体的に意思を持って選択してい

ることを重視する。  

 ④インターンシップの実施 

  「お客さん」ではなく、「仲間」として

役割と責任を与える 

⑤Eyes のコーディネーターのフォロー 

  月 1回学生と面談を行い、当事者意識を

持っているかを問いかけながら、学生の状

況に応じて、取組方法を一緒に考えたり、

プログラムを再設計したりする 

⑥学生の成長 

  狭い社会で生きていた学生が、地域の

色々な人と関わることにより、社会性やコ

ミュニケーション能力等を身につける 

⑦インターン受入れ企業のメリット 

  社員が学生を指導する中で、会社の理念

や目的を再確認することができる。また、

自分の指導によって学生が成長すれば、や

りがいを感じ、組織全体のモチベーション

が上がる。組織に人が育つ仕組みが構築さ

れる。 

●学生に、困難に立ち向かうやる気と真

摯な気持ちがなければインターンシップ

に参加しても成長できない 

 

●動機や目的意識を持たない学生が安易

に受身で参加できるプログラムを用意す

ることは、企業のためにも学生のために

もならない。学生と企業の双方が目的意

識を持って望むことができるプログラム

が必要 

 

●役割と責任を与えることで、「自分で考

えて行動する力」が身につく 

 

●組織や地域の中で自分を気にしてくれ

ている人がいるということを感じること

や感謝、感動の体験が学生の成長にとっ

て重要 

 

●企業には、学生の日報等を組織全体で

共有し、担当者だけでなく組織全体で学

生を指導する体制が必要 

２ 対象： 

 大学生 

連携先： 

 企業、 

行政 

短期プログラムの実施 

 若者が、インターンシップや企業経営

者等との交流を通して、様々な価値観に出

会い、成長できるイベントや短期プログラ

ムを実施。他地域の団体と情報交換し、居

住地の外でのインターンシップも紹介。 

 

●地元を出たことのない学生にとって

は、他の地域を見るだけで地元を客観的

に見られるようになり、成長する 

 

●短期でも成功や失敗が経験できる色々

な仕掛けを用意し、大人とふれあえるプ

ログラムを設計すれば、きっかけとして

の効果はある 

３ 対象： 

 大学生 

連携先： 

 企業、 

行政 

学生スタッフによる企業情報誌の発行 

 学生スタッフが主体となり、企業の経営

者や社員に取材して、大学生向け企業情報

誌の発行を行う 

●主体性を持たせるためには、役割と責

任を与え自ら考え行動していける環境を

作ることが重要 

 

●学生スタッフは、企業の経営者と出会

い、その価値観に触れることで成長でき

ると共に、働くこと、企業についての価

値観が醸成される 

（参考）「NPO法人 Eyes」http://www.npoeyes.net/ 
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（参考３）人材力活性化研究会開催要領 

 

１ 目 的  

 地域活性化の基本的な要素である人材力の強化を図るため、「人材力活性化研究会」を開

催し、NPO・企業等との連携方策も含めた課題を抽出したうえで、人材力活性化の具体的な

施策・目標の検討や人材力の相互交流とネットワーク形成の進め方等の検討を行い、人材力

の強化・活性化に取り組もうとしている様々な主体の今後の指針となるプログラムを策定す

る。あわせて、人材力活性化の事例の調査等を行い、その充実を図る。 

 

２ 名 称 

 本会合は、「人材力活性化研究会」（以下「研究会」という。）と称する。 

  

３ 検討内容 

(１)人材力活性化の取組の現状と課題の抽出、対応策の検討 

 ① 地域活性化の現場で求められている人材像の把握 

 ② 人材力活性化の活動事例の収集（手法の検討を含む） 

 ③ 人材力の相互交流とネットワーク形成の事例収集（手法の検討を含む） 

 ④ 上記の現状を踏まえた課題の抽出と対応策の検討 

 

(２)人材力活性化プログラム等の検討・策定 

① 総務省及び人材力の強化・活性化に取り組もうとしている様々な主体の今後の指針

となるべき「人材力活性化プログラム」の策定 

②「人材力活性化プログラム」に基づき分野別のカリキュラムを作成 

 

（３）人材力活性化プログラム及びプログラムに基づき実施する施策の充実 

  ①「人材力活性化プログラム」の充実 

  ②「人材力活性化プログラム」に基づき分野別に作成するカリキュラムの充実 

 

（４）その他、人材力活性化プログラムに関し検討が必要なこと 

 

４ 構 成  

 研究会は別紙のメンバーをもって構成する。 
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５ 運 営 

（１）研究会に座長を置き、構成員の互選によりこれを定める。  

（２）座長は、研究会を招集し、主宰する。  

（３）座長に事故がある場合には、あらかじめ座長が指名する者がその職務を代理する。 

（４）座長は、必要に応じ、ワーキング・グループ（以下「ＷＧ」という。）の開催を指示

することができる。 

（５）座長は、研究会及びＷＧの開催に際し、必要に応じ、臨時構成員として、学識経験者、

関係団体等に出席を求めその意見を聞くことができる。 

（６）研究会は非公開とする。ただし、終了後、配付資料を公表する。また、速やかに研究

会の議事概要を作成し、これを公表するものとする。 

（７）配付資料、議事概要は、総務省ホームページに掲載することにより、公表するものと

する。 

 

６ その他 

（１）研究会の庶務は、総務省地域力創造グループ地域自立応援課人材力活性化・連携交流

室において処理する。  

（２）この要領に定めるもののほか、研究会の運営その他研究会に関し必要な事項は座長が

定める。  
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「人材力活性化研究会」構成員名簿 

 

（敬称略、50 音順） 

 

飯盛
いさがい

 義徳
よしのり

 慶應義塾大学総合政策部 准教授 

小澤
お ざ わ

 浩子
ひ ろ こ

 赤羽消防団 副団長 

舘
たち

  逸
いつ

志
し

 内閣府官民競争入札管理委員会事務局長 

谷
たに

  和樹
か ず き

  玉川大学教職員大学院 准教授 

玉
たま

沖
おき

 仁
ひと

美
み

 株式会社 タマノワ 代表取締役 

富永
とみなが

 一夫
か ず お

 ＮＰＯフュージョン長池 理事長 

豊
とよ

重
しげ

 哲郎
てつろう

 柳谷
やねだん

自治公民館長 

沼尾
ぬ ま お

 波子
な み こ

 日本大学経済学部 教授 

前神
まえがみ

 有里
ゆ り

 愛媛県総務部行政システム改革課 専門員 

松原
まつばら

  朊子
と も こ

 日本マイクロソフト株式会社 企業市民活動推進本部 マネージャー 

宮城
み や ぎ

 治男
は る お

 ＮＰＯ法人ＥＴＩＣ． 代表理事 

 

（別紙） 
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平成 22年度 人材力活性化研究会 開催実績 

 

 

第１回（6月 9日） 

・「地域づくりにおける NPOの役割」（富永構成員） 

・「地域再生～行政に頼らない感動の地域づくり～」（豊重構成員） 

・「今後の進め方について」「人材力活性化プログラム（仮称）策定に向けた基本的な考え方

について」（事務局） 

 

第 2回（7月 30日） 

・「TOSSの観光立国教育の取組について」（谷構成員） 

・「マイクロソフトの企業市民活動～地域での取り組み～」（松原構成員） 

・「八王子市の人材育成事業」（柏田オブザーバー） 

・「地域活性化に求められる人材像」「人材力活性化の事例収集について」「ワーキング・グ

ループの進め方」（事務局） 

 

第 3回（11月 5日） 

・「我がまちを守る！ 消防団～現状と課題～」（小澤構成員） 

・「ＴＨＥ・人材力活性化」（玉沖構成員） 

・「公務員の地域活動」（前神構成員） 

・「NPO法人 ETIC.事業紹介 地域編」（宮城構成員） 

・「人材力活性化の事例調査」（事務局） 

 

第 4回（12月 10日） 

・「地域をつくる！ひとをつくる！－地域・大学連携の可能性－」（飯盛座長） 

・「地域活性化システム論カリキュラム研究会 中間報告書について」（舘構成員） 

・「地域づくりを支える仕組みとその人材」（沼尾構成員） 

・「『人材力活性化プログラム(仮)』作成にあたっての論点整理」（事務局） 

 

第 5回（2月 7日） 

・「『人材力活性化プログラム(仮)』（案）について」（事務局） 

 

第 6回（3月 25日） 

・「『人材力活性化プログラム(仮)』（案）及び『カリキュラム』（案）について」（事務局） 
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